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水産物のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

➢ 引き続き、原発事故に伴う
輸入規制の緩和・撤廃に向
けて韓国等の重点国を中心
に働きかけを実施

➢ 引き続き、原発事故に伴う輸入規制の緩和・撤廃に向けて
韓国等の重点国を中心に働きかけを実施する。

➢ 農林水産省

➢ 引き続き、輸出先国におけ
る各種規制への対応を継続

➢ 輸出先国の各種規制に関して情報収集を行うことで輸出先
国が求める衛生証明書等へ対応するとともに科学的根拠
や国際的な規定等に基づき、フグの輸入解禁等に向けて
必要に応じて働きかけを行う。

➢ 農林水産省

➢ 輸出拡大協議会が、欧州委員会の担当官等を招へいし、
EU・HACCPに関する事業者等を対象としたセミナーを実施
する。

➢ 大日本水産会とジェトロが共催により国内HACCP入門セミ
ナーを開催する（12回予定）（1～5月に釜石、福岡開催
済）。セミナーは、ジェトロによる輸出の流れ、留意すべき輸
出条件及び海外バイヤーのコメントの詳説を内容とする「水
産物輸出の基礎知識」、大水によるHACCP取得の必要性
と初歩の手引きを内容とする「水産物輸出に向けたHACCP
講習」の２部構成により実施。

➢ 大日本水産会が、HACCP認定加速化支援事業（水産庁補
助事業）等により、HACCP３日間講習を開催する（18回予
定）（1-6月に7回開催済（釧路、東京、石巻、紋別、静岡、東
京、盛岡））。

➢ 水産庁及び厚生労働省（都道府県等）により、対EU・
HACCPの認定を実施する（1-5月認定数：5（32→37））。

➢ 大日本水産会及び厚生労働省（都道府県等）により、対米・
HACCPの認定を実施する（1-5月認定数：6（259→265））。

➢ 水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会
大日本水産会
農林水産省
厚生労働省
ジェトロ

輸出相手国へ
の働きかけ等
(原発事故に伴
う輸入規制の緩
和・撤廃に向け
て、科学的根拠
に立った対応を
要請する等）

厚生労働省（都道府県等）で
の認定に加え、水産庁も認
定主体となり、水産加工施
設の対EU・HACCP認定を行
う（平成26年度10月より業務
開始）ことや、HACCP講習会
の開催等により、対EU・
HACCP認定取得水産加工
施設数の拡大を図る。

品質管理体制
の確立（対米・
対EU向け
HACCP取得の
促進等）

【EU・HUCCP認定取得施設数の拡大】

【その他規制への対応】

【原発事故にかかる対応】

➢

➢
➢
➢
➢

対応方向
（Act）輸出拡大方針

分析（Check）

定性評価

輸出拡大方針（Plan）

活動内容 実施主体

実績（Do）

➢ 対EU、対米HACCP認定取得水
産加工施設数の着実な増加に
繋げていくために、引き続き、国
内事業者向けのHACCP講習会
等を開催することが必要ではな
いか。
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水産物のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

対応方向
（Act）輸出拡大方針

分析（Check）

定性評価

輸出拡大方針（Plan）

活動内容 実施主体

実績（Do）

➢ 重要国向け衛生証明書の発
行機関の拡充などに関係省
庁と連携して取り組む。原産
地証明書についても、発給
体制の整備に努めるなど、
可能な限り迅速な証明書発
行に取り組む。

➢
➢

原産地証明書等に関して電子証明システムを導入する。
一部の都道府県等を発行機関に追加する。

➢
➢
➢

農林水産省
厚生労働省
地方自治体

➢ 引き続き、生産・流通段階に
おける品質保持技術の向上
の取組を継続

➢ 有識者の参加を得た国内検討会において、品質保持技
術、変色防止技術、コールドチェーンの改善方法等に関す
る最新の情報収集及びその実現可能性を検討する。

➢

➢

水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会
事務局

【輸出体制の整備等】

➢ ➢ 日本産水産物のPRパンフレットを作成する。 ➢ ➢ 今後もジェトロのサポートを得つ
つ、各品目団体との連携を通
じ、一体的に取り組むことが必
要ではないか。

➢ 海外における日本産水産物のプロモーション活動を実施す
る（EU、東南アジア、中国等で実施予定）。このうち、5月に
ロンドンで品目別輸出団体が連携してセミナーを開催し、Ｐ
Ｒを実施した。

➢

➢ 輸出拡大協議会の取組の一環として、10月にロシアにおい
て、コメ・コメ加工品の輸出団体と連携し、刺身などの水産
物とコメ・日本酒をセットでのＰＲを実施する。

➢ 安定供給が課題となっている水産物を特定した上で、有識
者の参加を得た国内検討会において産地間連携等の方策
等を検討する。

➢

➢

水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会
事務局

➢ 重点品目及び国・地域を特定した上でのマーケット調査を
実施する（国内検討会において詳細な調査内容を議論予
定）。

➢ 水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会

水産物の輸出団体を設立
し、当該団体の下で、季節に
応じた様々な魚種の組合せ
による周年供給体制の実現
や、日本産水産物の認知度
向上・ブランディング、有望
国のマーケティング等の取
組を継続。

養殖生産物を
はじめとする日
本の魚のブラン
ディング

迅速な証明書
発行体制の構
築

品質保持（冷
凍・解凍・一次
加工）技術の向
上

生鮮・加工品の
組合せ販売・産
地間連携の促
進による安定供
給

水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会

【品質保持技術の向上】

【証明書発行の迅速化】

日本産水産物のブランディング
を進める上で養殖魚と天然魚と
の違いや産地ブランドとの関係
性について検討する必要があ
る。
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水産物のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

対応方向
（Act）輸出拡大方針

分析（Check）

定性評価

輸出拡大方針（Plan）

活動内容 実施主体

実績（Do）

➢ ➢ 輸出拡大協議会が、ジェトロの協力を得て、海外のバイ
ヤー等を招聘し、国内事業者等に対して今後の輸出にあ
たってのポイントについてのセミナーを実施する。6月に東
北で4カ国の海外バイヤーによるセミナー・商談会を実施し
た（仙台（６月 東北復興水産加工品展示商談会）、九州（10
月））。

➢

➢

水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会
ジェトロ

➢ 水産見本市においてジャパンパ
ビリオンを設定することで、オー
ルジャパンのブランドをBtoB向
けに広報・集客効果をより高め
ることができた。また、出展者全
てがHACCP取得済みのため、
海外バイヤーの信頼を獲得する
とともに、はまち、ほたて、うなぎ
製品などの品目を中心に大きな
成約を上げた。

➢ ジェトロが、水産品専門見本市において、ジャパンパビリオ
ンを設け、日本産水産物の一体的な販路拡大を実施する。 
3月の香港の見本市で、日本真珠輸出組合との連携で6年
連続してジャパン・パール・パビリオンを出展した。
　・3月 米国Seafood Expo North America（出展者数：10社）
　・3月 香港Int'l Diamond, Gem & Pearl Show
　　　　　（5社・１団体：計100社）
　・4月 ベルギーSeafood Expo Global
　　　　　(13社：前年度出展者数を倍増）
　・11月 中国青島（Seafood Expo）

➢ 海外バイヤーに対し、日本産水
産物・水産加工品の評価をより
高いものにするためにも、今後
も継続的に取り組むことが必要
ではないか。

➢ ジェトロが、水産品を含む食品総合見本市への出品支援
と、国内商談会でのマッチング支援を実施する。

【ジェトロとの連携強化】現地ネットワー
クやノウハウの
蓄積を活かした
継続的なサポー
ト
重点国・地域へ
の進出に必要
な情報の提供
や売込手法の
提案

輸出拡大協議会とジェトロの
連携による事業者支援の枠
組みを継続し、輸出に取り組
む事業者へのきめ細やかな
サポートを実施。
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水産物のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

対応方向
（Act）輸出拡大方針

分析（Check）

定性評価

輸出拡大方針（Plan）

活動内容 実施主体

実績（Do）

➢ ➢ ・輸出拡大協議会が平成27年度に実施する国内検討会や
マーケティングの結果をとりまとめた報告書を作成し、事業
者等に広く配布するとともに、報告会を開催する。

➢ 水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会

➢ 大日本水産会とジェトロの共催により、2月アグリフード
Expo/シーフードショー（大阪）を開催し、広報展示や海外バ
イヤー商談会・工場訪問をアレンジを実施した。また、水産
物の重点市場であるアフリカのコードジボアールからサブ
サハラ地域では初めてバイヤーを招聘した。

➢
➢

➢ 展示会・商談会等イベントに参加した海外バイヤーや国内
事業者に調査票を配布・聞き取り等で、商品に対するバイ
ヤーの評価、国内事業者が得た商品開発のヒントや改良
点を確認、今後の活動に活かす（8月アグリ・シーフード
ショー（東京）、10月フードエクスポ(九州）への参画など）。

➢ 2月アグリフードExpo/シーフード
ショー（大阪）での商談件数は
252件に上り、水産物のコンテナ
単位での取引を希望する商談が
多くみられた。また、水産物の重
点市場であるアフリカのコードジ
ボアールから初めてバイヤーが
招聘されたことは、日本企業に
とっては未開拓の新たな市場と
して関心も高く、大型成約につな
がる見込みであり、今後もこうし
た有望地域への商流構築に向
けて継続的に取り組むことが必
要ではないか。

【ベストプラティクスの構築に向けた活動】生産者・流通・
小売業者等が
連携した水産物
輸出のビジネス
モデルの構築

品質管理体制の確立、産地
間連携の支援、ジェトロを通
じたサポート等を継続的に
実施

大日本水産会
ジェトロ
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コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

【輸出拡大に向けた調査・効果的なマーケティングの検討】

➢ ➢ 26年12月～27年３月全米輸がマドリード市を中心とした
スペインにおける輸入米の価格形成状況について調査
を実施した。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢ 香港、シンガポール、台湾及び中国の中から国内検討
会等の議論を踏まえ、コメの価格構造調査を実施する。

➢

➢

全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

農林水産省

➢ ２～３月全米輸会員企業が米国、EU（英国）、豪州及び
NZにおいて流通実態調査を実施した。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会（会
員企業等）

➢現地流通関係者との面談等を通じ、販売
店毎の品揃え、販売価格帯等の調査等
を行っており、事業者の参考となり得る。
調査結果の会員への迅速かつ幅広い共
有を更に進めるべきではないか。

➢ ２～３月全米輸が世界14ヶ国の1,400名の個人を対象に
日本食、日本米及び日本酒に関するイメージ、消費動
向等のマーケティング調査とともに、消費に関する基礎
データを整理した。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢日本食、日本米に関する世界規模のイ
メージ調査となっており、今後のジャパン・
ブランドを確立していくための市場毎の方
向性の指針となり得るものとなっている。
今後本調査結果はHP等でわかり易く周
知することが適当ではないか。

➢ 全米輸が国内検討会においてコメ・コメ加工品全体の
効果的なマーケティングの検討・検証を実施する（８月、
28年２月）。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢ ➢ 全米輸が対象国・地域の小売店等において実施する白
米・玄米等の試食を通じた販売促進活動（米国、シンガ
ポール、台湾で実施予定）等に併せて需要調査を実施
する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会（会
員企業等）

➢ 事務局は、上記販売促進活動時に効果的な調査を実
施するための調査計画、質問項目等を提案する。

➢事務局

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

【コメ】（包装米飯
含む）現地での
精米の取組や炊
飯ロボットと合わ
せた外食への販
売など日本米の
プレゼンスを高め
る取組を推進

輸出相手国のコメの生産状
況や消費形態にかかる調査
を踏まえ、対象とする市場に
おける商流や、提供形態・価
格帯等についてより詳細な
調査、効果的なマーケティン
グを検討。

➢

➢

調査結果は一定の参考にはなるが、詳細
の実態については、各自が自ら取組を行
わないと明らかにならない側面がある。
価格構造調査が、広く関係者に役立つ情
報となるよう、どのように輸出先国、階
層、店舗等を選定し、どのように調査すべ
きか、引き続き検討する必要がある。

健康食品としての玄米や雑
穀米、アレルギー対応食品
としての需要調査を実施。
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コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

【輸出拡大に向けた調査・効果的なマーケティングの検討】【再掲】

➢ 全米輸が対象国・地域の小売店等において実施する包
装米飯の試食を通じた販売促進活動（豪州、台湾、中
国、香港）等に併せて需要調査を実施する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会（会
員企業等）

➢ 事務局は、上記調査を実施するための調査計画、質問
項目等を提案する。

➢事務局

➢ 全米輸が香港、シンガポール、台湾における包装米飯
に関する規制調査を実施する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢ 【再掲】
事務局は、上記調査を実施するための調査計画、質問
項目等を提案する。

➢事務局

➢ ➢ 全米輸がコメ・コメ加工品のオールジャパンの取組とし
て現地のバイヤーやレストラン関係者等を対象にセミ
ナー、ＰＲを実施。
・１月EU（ベルリン）
　現地在住日本人料理家による食文化講演会、
　日本産米を使った料理実演等
・２月ＥＵ（パリ）
　国際見本市会場における料理デモ等
・３月中国（上海）
　コメ、米菓、日本酒一体となったバイヤー向け
　セミナー及び消費者向けＰＲ（試食、料理教室
　等）の実施
・５月ＥＵ（ロンドン）
　現地日本食レストラン料理長による和食を通
　じた日本産米、日本酒の魅力を解説
・10月ロシア（予定）
　水産物の輸出団体と連携し、水産物とコメ・
　日本酒をセットでＰＲ

➢

➢

全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

ジェトロ

➢３月の取組では、日本メーカーの炊飯器
を使い、日本産の水、日本産米で作った
おにぎりの試食を行い、多くの来場者の
関心を呼んだ。今後とも、関係部局の協
力やジェトロのサポートを得つつ、食器等
の食関連製品とのパッケージでのＰＲ、各
品目別輸出団体等との連携や日本食・食
文化の普及と一体となった取組等を進め
ることが重要。

➢ 全米輸全体の取組の下、EU、米国、豪州、ロシア及び
中国において、会員企業等が販売促進活動を実施す
る。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会（会
員企業等）

➢各会員は、企業活動として独自に販売促
進活動等を実施する面はあるが、オール
ジャパンの取組と会員企業が行う販売促
進活動とは、それぞれが連携し合って取
り組むことが重要。

【コメ】（包装米飯
含む）現地での
精米の取組や炊
飯ロボットと合わ
せた外食への販
売など日本米の
プレゼンスを高め
る取組を推進【再
掲】

調理が容易な包装米飯につ
いて、海外市場開拓に係る
需要調査及び各国の食品安
全法や食品衛生法等のレ
ギュレーションの調査の実
施。

日本食の人気が高く富裕層
が多い新興市場での販売促
進活動の強化。

➢
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コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢外食市場寿司・弁当・おにぎ
りといったコメを使った代表
的な日本食のＰＲを業務用
需要向けに実施。併せて自
動炊飯器や寿司ロボットなど
のツールをＰＲ。

➢ 全米輸がコメ・コメ加工品のオールジャパンの取組とし
て以下の取組を実施。
・３月シンガポール
　弁当（キャラ弁）についてパネルを用いて紹介
・３月中国（上海）
　日本メーカーの炊飯器とセットでのＰＲを実施
・８月香港
　フードエキスポにおいて、バイヤー、レストラン
　事業者等を対象に和食の良さを総合的に訴え
　るセミナーを実施

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢３月の取組では、弁当（キャラ弁）の紹介
や日本メーカーの炊飯器を使い、日本産
の水、日本産米で作ったおにぎりの試食
を行い、多くの来場者の関心を呼んだ。
今後とも、関係部局の協力やジェトロのサ
ポートを得つつ、食器等の食関連製品と
のパッケージでのＰＲ、各品目別輸出団
体等との連携や日本食・食文化の普及と
一体となった取組等を進めることが重要。

➢家庭向電子レンジで手軽に
日本産米を調理できる食べ
方を含めた包装米飯のＰＲ。

➢ 全米輸が対象国・地域において包装米飯の試食やチラ
シ、ポスターによるPR等を実施（豪州、台湾、中国、香
港）。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会（会
員企業等）

➢オピニオンリーダー、プロの
料理人等を通じコメに関する
普及・啓蒙活動を実施。

➢ 全米輸がコメ・コメ加工品のオールジャパンの取組とし
て、ジェトロ等と連携しつつ現地のバイヤーやレストラン
関係者等を対象に以下の取組を実施。
・27年１月ＥＵ（ベルリン）
　現地在住日本人料理家による食文化講演会、
　日本産米を使った料理実演等
・２月ＥＵ（パリ）
　現地在住シェフによる日本産米による仏料理
　への応用の提案等
・３月シンガポール
　外国人シェフと日本人シェフによるコラボレー
　ション料理の提案等
・３月中国（上海）、５月ＥＵ（ロンドン）
　現地在住日本料理人による日本産米のおい
　しさを体感できる料理の提案等
・10月ロシア
・28年１月シンガポール

➢

➢

全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

ジェトロ

➢今後とも、関係部局の協力やジェトロのサ
ポートを得つつ、プロの料理人等を通じた
日本食・食文化の普及と一体となった取
組等を進めることが重要。

➢日本文化の輸出（アニメやイ
ンフルエンサー）との連動に
よる若者を中心としたご飯食
の普及の可能性を検討。

➢ 全米輸が国内検討会において、海外の若者を対象とし
たイベントへの出展活動を通じたご飯食普及の可能性
の検討・検証を実施する（８月、28年２月）。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

【コメ】（包装米飯
含む）現地での
精米の取組や炊
飯ロボットと合わ
せた外食への販
売など日本米の
プレゼンスを高め
る取組を推進【再
掲】

【日本産米・米加工品のPR】
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コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢ ➢ ①②産地間連携及び流通コストの削減等
・輸出用米の多くについては、全米輸の生産会員
　と販売会員との間で生産－購入契約を締結
・生産会員は、過去の販売実績や全米輸の事業
　成果を踏まえた長期的な生産計画を立案
・販売会員は、産地間の連携により輸出先の状
　況に応じた販売が可能となるよう出荷を調整
・輸出に当たっては、複数産地の取扱等による
　ロットの確保により流通コスト等の削減に取組
・輸出（フェアへの参加を含む）に当たっては、会
　員の意向に基づき共同輸送の取組を推進

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢ ③共通ロゴの作成等
・２月、全米輸がコメ・コメ加工品の共通ロゴを
　作成、販促ツールとして、ロゴマークとQRコード
　を合わせたシール、のぼり、チラシ、ポスター等
　を作成し統一的なPR活動を開始
・３月QRコードから日本のコメ、日本酒のおいしさ高品
　質について紹介する広報映像等を作成
・全米輸が、QRコードと全米輸HPをリンクさせ、日本産
　コメ・コメ加工品に関するレシピの紹介
　等のPR活動を実施
・ロゴマークチラシについて、セミナー開催地の言
　語に翻訳して活用
・全米輸が27年度中に、ロゴマークの権利主体とし
　て、商標登録の申請等の適切な管理を開始

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢今後は、ジャパン・ブランドの確立のた
め、共通ロゴマークを広く活用していくこと
が重要ではないか。

➢ ➢ ３月ジェトロが輸出団体・事業者向けセミナーを実施。
日本からの輸出概況、主要輸出先の動向、輸出に関す
る規制、留意点及び支援メニュー等を説明した。

➢ジェトロ ➢受講者アンケートから各国の規制状況等
に関する情報提供が高評価を得た一方、
コメの輸出に関する個別事例の紹介の要
望もあった。今後は、個別事例を踏まえた
ビジネスモデルの検討等のテーマを増や
してはどうか。

➢ ジェトロが輸出に関心のある事業者等向けセミナーを実
施する。

➢ジェトロ

➢ ジェトロが海外見本市、国内、外商談会への出展者に
対するフォローアップを実施する。

➢ジェトロ

輸出事業者からの相談対
応・展示会後のフォローアッ
プ等、ジェトロにおけるワンス
トップサービスの充実・強
化。

【コメ】（包装米飯
含む）現地での
精米の取組や炊
飯ロボットと合わ
せた外食への販
売など日本米の
プレゼンスを高め
る取組を推進【再
掲】

【輸出体制の整備等】

品目別輸出団体が調整役と
なり、現地市場のニーズに応
じた安定価格、安定供給を
実現するため、オールジャパ
ンの輸出促進の取組を実
施。①産地間連携による輸
出用米の確保②共同輸送や
同一フェアへの参加による
流通コスト等の削減③共通
ロゴの作成等
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コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢コメ輸出の成功事例（失敗事
例）を紹介するとともに、新
規参入者の拡大に係る支援
策の検討。

➢ 農林水産省が作成する輸出取組事例にコメの成功事
例を取り上げる。

➢農林水産省

➢ 28年２月全米輸が今後の欧州向け輸出拡大等を目指
し、会員向けにGLOBALG.A.P.セミナーを開催する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢米菓の消費・流通実態や輸
出の潜在可能性に係るマー
ケティング調査の実施。

➢ 全米輸が香港、シンガポール、台湾の中から国内検討
会の議論を踏まえ、マーケティング調査を実施する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢戦略国を対象とした、米菓に
使用されている原料のネガ
ティブリストの調査の実施。

➢ 全米輸が香港、シンガポール、台湾の中から国内検討
会の議論を踏まえ、規制調査を実施する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

輸出商社との連携により、現
地ニーズにあった新商品の
開発。

➢ ➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢事務局

➢輸出商社・全米
輸会員等

➢ ジェトロが輸出に関心のある事業者等向けセミナーを実
施する。

➢ジェトロ

➢ 全米輸とジェトロとの連携強化を通じ、ジェトロの商談会
情報等を会員企業に提供する中で、米菓関係も対応。
輸出を目指す企業の積極的活用を促す。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会
ジェトロ

その他 ➢ 全米輸が３月シンガポール（シンガポール）、中国（上
海）、８月香港フードエキスポにおいて、米菓のＰＲを実
施。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢３月の中国の取組では試食も行ったこと
によって来場者の関心を認識することが
できた。今後はオールジャパンの取組を
拡大させるべく、輸出業者と組んでテスト
輸出を検討していくのがよいのではない
か。

【コメ】（包装米飯
含む）現地での
精米の取組や炊
飯ロボットと合わ
せた外食への販
売など日本米の
プレゼンスを高め
る取組を推進【再
掲】

【優良事例の共有等】

その他

【米菓】相手国の
ニーズに合った
商品の開発、手
軽なスナックとし
てのプロモーショ
ン強化

【輸出拡大に向けた調査の実施】

【現地ニーズにあった商品開発】

全米輸が実施するマーケティング調査を事務局が分析
し、輸出商社や全米輸会員等に働きかけを行い、輸出
商社・全米輸会員等は連携して商品アイデアを作成す
る。

【ジェトロの積極的活用】

業界団体とジェトロとの連携
による輸出セミナー、商談会
等の実施による積極的活
用。

➢

➢
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コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢ ２～３月全米輸が米国、英国、オーストラリア、ニュー
ジーランド、シンガポール、ハンガリー、中国、カナダ、イ
タリア、スペイン、香港、台湾、タイ、ブラジル計14ヶ国
の1,400名の個人を対象に日本食、日本米及び日本酒
に関するイメージ、消費動向等のマーケティング調査と
ともに、消費に関する基礎データを整理した。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢

➢

日本食、日本米に関する世界規模のイ
メージ調査となっており、今後のジャパン・
ブランドを確立していくための市場毎の方
向性の指針となり得るものとなっている。
今後本調査結果はHP等で周知すること
が適当ではないか。

➢ アルコールの種類別消費状況及びアルコールカテゴ
リーごとの課税等の調査を実施する（海外マーケット調
査）。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢ 26年度「日本酒の大規模プロモーションに向けた調査」
において米・英・仏の3か国向けの調査を実施し、本年４
月にＨＰに公開。日本酒造組合中央会を通じて、日本
酒製造業者に周知するとともに、関連事業者に対しても
周知を徹底。

➢農林水産省
民間事業者（委
託）

➢一般消費者向けの大規模なプロモーショ
ン戦略を検討し実施するための材料とな
り得る調査となっているため、調査自体は
引き続き他の重点国においても実施すべ
きではないか。

➢ 米・中・豪・ブラジルを対象に、競合調査を行う。現地の
清酒の市場規模、現地清酒メーカーのプレゼンス、小
売価格等を調査する。

➢事務局

➢日本酒の心身に与える有益
性、流通過程における品質
保持について科学的な実証
を研究機関と協力して実施。

➢ 心身に与える有益性等に関する知見を整理し、効果的
なPR方法を検討する（国内検討会）。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

【日本酒】
発信力の高い都
市や重点市場で
のイベント・事業
を実施するほ
か、セミナー等を
通じて、日本酒
の良さについて
普及。

➢

【研究開発】

【輸出促進に係る市場調査】

輸出相手国のアルコール種
類別消費状況・嗜好、アル
コールカテゴリーごとの課
税、規制等を把握しつつ、商
流や提供形態、価格帯等に
ついて、より詳細な調査を実
施。

11



コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

【日本酒の効果的なＰＲ】

➢ Vinexpoなど世界の大規模な飲料展示会における酒類
のＰＲの情報を基に、展示会におけるオールジャパンの
日本酒のPR方法について、国内検討会で検討する。

➢

➢

全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会（PR
方法の検討）
事務局（基礎と
なる情報の収
集）

➢

➢

➢

➢ ➢

➢

試飲会、現地流通関係者へのヒアリング
等を通じてのマーケティング調査を行って
おり、事業者の参考となり得る。調査結果
の会員への迅速かつ幅広い共有を更に
進めるべきではないか。また、試飲を含む
イベントは、来場者の日本酒に対する理
解を促進するため、今後も引き続き実施
するべきではないか。
また、全米輸のオールジャパンの取組と
会員企業が行う販売促進活動とは、相補
完して取り組むことが重要。

➢３月、５月の取組では、他の品目と共に、
幅広く現地の流通事業者等に日本酒の
幅広さ、奥深さが伝わるようにＰＲを実
施。今後とも、関係部局の協力やジェトロ
のサポートを得つつ、各品目別輸出団体
等との連携や日本食・食文化の普及と一
体となった取組等を進めることが重要。

➢ ２月にロンドンにおいて、食関連事業者及びメディア関
係者２４名を対象に、日本酒と日本食、英国のローカル
フードとのマッチングセミナーを実施した。

➢農林水産省
民間事業者（委
託）

➢日本酒のビジネスにつながる関係者への
セミナーの実施により、日本酒の効果的
な需要の喚起につながったのではない
か。ＢtoBのイベントは商流拡大のために
重要であるため、継続的に実施するべき
ではないか。

26年度「米輸出特別支援事業」において、10か国で試
飲等のイベント、マーケティング調査を実施した。
コメ・コメ加工品のオールジャパンの取組として27年３月
中国（上海市内のホテル及び上海伊勢丹）、５月ＥＵ（ロ
ンドン市内のホテル）、10月ロシア、28年1月シンガポー
ルにおいて現地のバイヤーやレストラン関係者等を対
象に和食の良さを総合的に訴えるとともに、日本産米
及び日本酒の食材、飲料としての有用性を各種食材と
の相乗効果で紹介・説明するセミナー、ＰＲを実施。
全米輸主体の取組の下、ＥＵ、米国、豪州、ロシア及び
中国において、会員企業等が販売促進活動を実施す
る。

日本酒というカテゴリーを海
外市場でより明確に認知し
てもらうため、各種のイベント
等に合わせて効果的にＰＲを
実施。

【日本酒】
発信力の高い都
市や重点市場で
のイベント・事業
を実施するほ
か、セミナー等を
通じて、日本酒
の良さについて
普及。【再掲】

➢

全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会
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コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢日本酒というカテゴリーを海
外市場でより明確に認知し
てもらうため、各種のイベント
等に合わせて効果的にＰＲを
実施。

➢ 海外見本市
・酒類見本市香港ワイン&スピリッツフェアに3年前より
毎年「日本産酒類ジャパンパビリオン」を設置（一部日
本酒造組合中央会との共催）。
・食品総合見本市に設置したジャパンパビリオンに多く
の日本酒蔵元が参加、日本酒ゾーンを設けるなどして
PRし、商談支援を実施。
・平成27年度も、香港ワイン&スピリッツフェア、Food
Taipei等世界的に規模の大きな20本の見本市に、ジャ
パンパビリオンを設置。

➢ジェトロ ➢2月のNY商談会では、日本酒の基礎セミ
ナーに加え現地シェフによる料理と日本
酒のフードペアリングを含むセミナーを実
施し参加者に好評であった。効果的な商
談に繋げるため、日本酒そのものを理解
してもらうセミナーと現地の食生活への日
本酒の取り入れ方等を紹介するセミナー
を併催することで、日本酒に対する理解
を深めるような取組みは今後も必要。

➢ 海外商談会
・2月にニューヨークで日本酒造組合中央会と共催で
「日本酒輸出試飲・商談会 in ニューヨーク」を実施。
・3月に英国・ロンドンの日本大使館にて、日本産酒類に
特化した商談会を開催。また、日本酒造組合中央会日
本酒サポートデスクの吉武理恵氏をモデレーターとして
日本酒セミナーを併催。日本酒の魅力、活用について
現地バイヤーに伝えた。

➢3月の英国商談会では、日本食レストラン
のみならず非日本食レストランも参加し、
好感触を得た。日本酒市場の更なる裾野
拡大のため、日本食レストランのみならず
非日本食レストラン等に対しても、継続し
た日本酒に関する情報提供・啓蒙・エデュ
ケーションの実施を検討すべきではない
か。

➢ 国内商談会
・平成26年度、酒類に特化した商談会を12回開催（秋
田、山形、長野、富山、福井、岐阜、兵庫、広島、高知、
佐賀、大分、熊本）。招へいバイヤー計34社（のべ）と国
内事業者226社（のべ）が商談を実施。
また各地で招へいバイヤーを対象にした視察プログラ
ムを実施。蔵元、研究機関、圃場等を訪問し、日本産種
類の製法や原料･製品の特徴、酒文化等についての理
解を深める機会を提供。
・平成27年度も5回（愛媛、福井、福島、長野、佐賀）実
施予定。

➢
➢

【再掲】
26年度「日本酒の大規模プロモーションに向けた調査」
において米・英・仏の3か国向けの調査を実施し、本年４
月にＨＰに公開。日本酒造組合中央会を通じて、日本
酒製造業者に周知するとともに、関連事業者に対しても
周知を徹底。

➢農林水産省 ➢一般消費者向けの大規模なプロモーショ
ン戦略を検討し実施するための材料とな
り得る調査となっているため、調査自体は
引き続き他の重点国においても実施すべ
きではないか。

➢ 26年度補正事業の結果、27年度事業の結果を公開。 ➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢26年度補正事業の結果概要をHP等で周
知することが適当ではないか。

➢ 日本酒の輸出に関する情報（商談会、見本市の年間計
画、調査結果、調査レポート等）を公開。

➢ジェトロ ➢商談会、見本市に関する情報は、輸出事
業者にとって有益であるため、引き続き、
速やかに情報提供に努めるべきではない
か。

日本酒の輸出促進に資する
情報については、今後も、事
業者の参考となるような情報
公開に努力。

【日本酒】
発信力の高い都
市や重点市場で
のイベント・事業
を実施するほ
か、セミナー等を
通じて、日本酒
の良さについて
普及。【再掲】
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コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢ 過去の調査の活用に留意し、トップ50の酒類メーカにア
ンケート・ヒアリングを実施し、日本酒輸出事例集を作
成する。成功要因分析し、プロモーションアイデアを含
めて記載する。また、その中で、特定の国・地域への輸
出に強いメーカーの取組み、小規模メーカーの中で海
外売り上げ比率の高いメーカーの取組みを分析する。
この他、流通事業者の販路拡大の取組みについても事
例調査を実施する。

➢事務局

➢ ➢

➢

26年度「米輸出特別支援事業」において、ブラジルのイ
ンバウンドPRイベントを実施した。
27年度は、海外の酒類卸売業者、ソムリエ、シェフ等を
日本へ招へいし、日本酒メーカーとの意見交換等を実
施する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢ブラジルからのインフルエンサーを招聘
し、日本酒の製造工程、日本食とのペア
リング等をより深く理解してもらえるため、
今後も引き続き実施することが有効であ
る。

➢ キーパーソンを日本へ招へいし、日本酒に関する専門
的な教育を実施する。

➢農林水産省
民間事業者（委
託）

➢輸出相手国における日本酒
への理解を深めるため、貿
易、物流などの関係者向け
にテキストを作成。このこと
により、現地で日本酒がない
か分からないことにより生じ
る、日本の輸出事業者の手
続きや書類面での負担の軽
減を図る。

➢ 国内の事業者向けに輸出に関する手続き、留意事項等
を記載した「日本酒輸出ハンドブック」（香港、台湾、中
国、韓国、米国）をWeb上にて公開している。

➢ジェトロ、国税
庁

➢現地輸入規制、手続き等が変わることも
あるため、内容について適宜更新するこ
とが必要。

➢外国人に認知されやすいよ
うなマークやラベル表示、
キャップ、価格帯等の検討を
実施。

➢
➢

全米輸がコメ・コメ加工品の共通ロゴを発表した。
日本酒造組合中央会の日本酒マークを広く共有し、使
用を推奨する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢全米輸の共通ロゴは、コメ・コメ加工品の
オールジャパンの体制強化のために有効
な手段である。今後は、日本酒造組合中
央会の日本酒マークと合わせた活用を広
く呼び掛け、全米輸会員企業以外も共通
ロゴマークを積極的かつ効果的に活用し
ていくことが重要ではないか。

日本酒の輸出促進に資する
情報については、今後も、事
業者の参考となるような情報
公開に努力。

海外の有名シェフ、ソムリ
エ、バイヤー、料理研究家
等、海外において日本酒を
PRするキーパーソンに対し
て、日本に招へいし、日本酒
関連のセミナーを受けてもら
うなどの取り組みを積極的に
実施。

【日本酒】
発信力の高い都
市や重点市場で
のイベント・事業
を実施するほ
か、セミナー等を
通じて、日本酒
の良さについて
普及。【再掲】
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コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢
➢

➢

➢

【再掲】
26年度「米輸出特別支援事業」において、11か国で試
飲等のイベントを実施した。
コメ・コメ加工品のオールジャパンの取組として27年３
月中国（上海市内のホテル及び上海伊勢丹）、５月ＥＵ
（ロンドン市内のホテル）、10月ロシア（予定）、28年1月
シンガポール（予定）において現地のバイヤーやレスト
ラン関係者等を対象に和食の良さを総合的に訴えると
ともに、日本産米及び日本酒の食材、飲料としての有
用性を各種食材との相乗効果で紹介・説明するセミ
ナー、ＰＲを実施。
27年度全米輸主体の取組の下、ＥＵ、米国、豪州、ロシ
ア及び中国において、会員企業等が販売促進活動を実
施する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢

➢

➢ 上記の活動に加えて、自立的な全米輸としての日本酒
のプロモーションを会員同士が協力して実施する。

➢ 各在外公館に対して、日本酒カクテルのレシピを共有
する。

➢農林水産省

➢ 26年度「米輸出特別支援事業」において、全米輸会員
企業が、日本酒造組合中央会の日本酒に関する英語
の冊子を米国で1万部配布した。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢英語の冊子の配布は、現地の販売関係
者に日本酒に関する正しい知識を提供す
る手段として有効であり、今後もその活用
を検討すべきではないか。

➢ 全米輸会員の取り扱っている日本酒とフランス、イギリ
スで料理とペアリングを行い、その結果を取りまとめる
とともに、今後の販売促進に活用する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢他の日本食と合わせた販
促。

➢ コメ・コメ加工品のオールジャパンの取組として３月中国
（上海市内のホテル及び上海伊勢丹）、５月ＥＵ（ロンド
ン市内のホテル、ジェトロと共催）、10月ロシア、28年1
月シンガポールにおいて現地のバイヤーやレストラン関
係者等を対象に和食の良さを総合的に訴えるとともに、
日本産米及び日本酒の食材、飲料としての有用性を各
種食材との相乗効果で紹介・説明するセミナー、ＰＲを
実施。

➢

➢

全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会
コメ・青果物・水
産物・牛肉・茶
の各輸出団体

➢１月、３月、５月の他の日本産食品と合わ
せたＰＲは、効果的であったため、今後も
引き続き実施すべきではないか。その
際、どのような和食や品目とどのような日
本酒を合わせてＰＲすべきかについて
は、他の品目別輸出団体とともに、検討
を行うべきではないか。特に、水産物や
牛肉と合わせた海外への提案は効果的

➢インフルエンサー招へい時に、外食・シェ
フ・食品卸とのマッチング会議を実施し、
マッチング会議の日側参加者について
は、ジェトロおよび他の品目別輸出団体
（コメ・青果物・水産物・牛肉・茶）と協力し
て招集することを検討してはどうか。

➢ＰＲ方法や表現、英語表記に
ついて、専門家からアドバイ
スを受けられる体制を整備。

➢ 23都市の海外事務所に29名配置しているコーディネー
ターを通じ、事業者に対するアドバイスを実施。

➢ジェトロ ➢事業者の多岐に渡る内容の問い合わせ
に対しアドバイスできる体制を引き続き充
実させることが必要ではないか。

イベント等において、現地の
嗜好に合わせた日本酒の飲
み方の提案（日本食以外の
食事（フランス料理等）との
マッチング、日本酒カクテル
等）。

各イベントや試飲会においては、現地の
嗜好に合うように、純米酒や大吟醸など
幅広いクラスを提供するとともに、スパー
クリング、古酒、梅酒等のリキュールを提
供しており、効果的に日本酒のＰＲができ
ているのではないか。また、日本食とのペ
アリング、現地での食事とのペアリングも
実施しており、商談に結びつくなど、実績
も上がっている。流通事業者も引き続き
関与させながら、工夫して、日本酒のＰＲ
をしていくべきではないか。
また、全米輸のオールジャパンの取組と
会員企業が行う販売促進活動とは、相補
完して取り組むことが重要。

【日本酒】
発信力の高い都
市や重点市場で
のイベント・事業
を実施するほ
か、セミナー等を
通じて、日本酒
の良さについて
普及。【再掲】
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コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

【輸出体制の整備】

➢
➢

➢

➢

【再掲】
26年度「米輸出特別支援事業」において、11か国で試
飲等のイベントを実施する。
コメ・コメ加工品のオールジャパンの取組として27年３
月中国（上海市内のホテル及び上海伊勢丹）、５月ＥＵ
（ロンドン市内のホテル）、10月ロシア（予定）、28年1月
シンガポール（予定）において現地のバイヤーやレスト
ラン関係者等を対象に和食の良さを総合的に訴えると
ともに、日本産米及び日本酒の食材、飲料としての有
用性を各種食材との相乗効果で紹介・説明するセミ
ナー、ＰＲを実施。
27年度全米輸主体の取組の下、ＥＵ、米国、豪州、ロシ
ア及び中国において、会員企業等が販売促進活動を実
施。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢

➢

➢ 上記の活動に加えて、自立的な全米輸としての日本酒
のプロモーションを会員同士が協力して実施する。

➢ 国内検討会において、より効率的な輸送体制を検討す
る。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢輸出事業者からの相談対
応・展示会後のフォローアッ
プ等、ジェトロにおけるワンス
トップの充実・強化。

➢ 輸出事業者からの相談対応につき、本部（東京・大阪）
および国内42事務所に設置している「農林水産・食品
輸出相談窓口」にて対応する。展示会や商談会等での
輸出成功事例につき、ウェブ等で公開する。

➢ジェトロ ➢展示会等のフォローアップに関わらず、国
内事務所において事業者からの輸出に
係る手続き、規制問題、障壁等について
の相談には随時対応している。今後更に
そういう体制を活用してもらうよう商談会
やセミナーの場やメルマガ等を利用した
PRが必要ではないか。

【産地と需要者の結び付きを強め、酒米の増産】

➢引き続き、産地と需要者の
結びつきを強め、酒造用原
料米の需要に応じた安定的
な取引を推進。

➢ 酒造メーカーを含む需要者団体等と産地が連携して、
需要に応じた適切な生産を進める。

➢酒造メーカー、
産地

➢ 醸造用玄米の検査数量を公表。
7月末時点から翌年3月末時点までは速報値として翌月
に公表し、翌年10月末時点のものを確定値として公表。

➢農林水産省 ➢事業者にとって参考となる情報となってい
るため、引き続き実施すべきではないか。

各イベントや試飲会においては、現地の
嗜好に合うように、純米酒や大吟醸など
幅広いクラスを提供するとともに、スパー
クリング、古酒、梅酒等のリキュールを提
供しており、効果的に日本酒のＰＲができ
ているのではないか。また、日本食とのペ
アリング、現地での食事とのペアリングも
実施しており、商談に結びつくなど、実績
も上がっている。流通事業者も引き続き
関与させながら、工夫して、日本酒のＰＲ
をしていくべきではないか。
また、全米輸のオールジャパンの取組と
会員企業が行う販売促進活動とは、相補
完して取り組むことが重要。

【日本酒】
日本酒の生産増
に対応した酒造
好適米の増産が
可能となるよう措
置。

品目別輸出団体が推進役と
なり、現地市場のニーズに応
じたオールジャパンでの輸出
促進のための各種取組を実
施。

【日本酒】
発信力の高い都
市や重点市場で
のイベント・事業
を実施するほ
か、セミナー等を
通じて、日本酒
の良さについて
普及。【再掲】
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林産物のＰＤＣＡシート

輸出拡大方針（Plan）

輸出戦略上の
対応方向

実施主体

➢ 引き続き中国「木構造設計
規範」の改定や手引き作成
の取組を進める。

➢ 規範改定後に、設計士や建築士向けの「木構造設計手引」
の改編が行われるとみられる。「木構造設計手引」改編提
案検討委員会を開催し、中国側と連携して原案の策定、意
見交換及び協議を行う(国内3回、中国2回)。

日本木材輸出振
興協会

➢ ➢ 中国向け「日本産木材利用手引」の改定配布、セミナーを
開催した（3月19日、北京）。

➢

➢ 中国の木材関係専門誌へ日本製品のPR記事広告を掲載
する。

➢ 木材業界向けウェブサイトに日本産木材の動画広告を配
信する。

➢ 日本産木材利用技術研修会（上海）を実施した（３月１７
日）。

日本木材輸出振
興協会

➢

➢ 「緑色建築建材博覧会」(上海、6月末)に参加し、日本産木
材製品をPRする。

➢ 木材・建築・家具業者等を対象に、日中の有識者等による
「日本産木材製品利用促進セミナー」を開催(上海、7月)。
参加者に「日本産木材利用手引」を配布する。

➢ 中・韓から木材バイヤーを九州に招へいし、木材製品のＰ
Ｒ、商談会を実施する（9月予定）。

ジェトロ

分析（Check）

日本木材輸出振
興協会

対応方向
（Act）輸出拡大方針 活動内容 評価

実績（Do）

日本産木材利用技術研修会で
は日本の木材製品の特徴を伝
え、軸組構法を実習させること
ができたが、木構造設計規範改
定も見据え、今後も軸組構法を
広めていくことが重要。

「日本産木材利用手引」は、中
国でなじみの薄い日本産木材
のうち代表的な木材の特性及
び利活用技術・方法を専門家、
事業者に伝える手引きとなって
いる。日本産木材の知名度・評
価は北米産材より低いため、今
後、さらに中国の国家標準に合
わせたデータ等を充実させ、日
本産木材の特性や使用法を知
らせていくことが重要。

中国「木構造
設計規範」の
改定及びこれ
を踏まえた普
及等の取組

中国における木材の用途や
ニーズ・嗜好等を踏まえつ
つ、付加価値をつけた日本
産木材製品の輸出を拡大す
るため、木材利用技術の普
及、日本の技術を活かした
製品開発、木造軸組住宅の
ＰＲ活動等を行う。
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林産物のＰＤＣＡシート

輸出拡大方針（Plan）

輸出戦略上の
対応方向

実施主体

分析（Check）
対応方向
（Act）輸出拡大方針 活動内容 評価

実績（Do）

➢ ➢ 「輸出向け木材産地等連携全国検討会議並びに連携促進
セミナー」を実施し、輸出事業者等に対し、取組事例の報
告やパネルディスカッションを実施した（3月24日、東京）。

➢

➢ 国内の主な木材産地関係事業者や学識経験者等により、
産地間連携等の検討会を開催(3月6日、6月、9～11月、28
年2月、東京）（地方版全国7ヶ所、各1回開催）。

➢ 上記検討会の報告会（セミナー）を開催する(28年3月、東
京)。

➢ 韓国の木材関係専門誌へ日本製品のPR記事広告を掲載
する。

➢ ➢ ｷｮﾝﾋｬﾝﾊｳｼﾞﾝｸﾞﾌｪｱ 2015にジャパンパビリオンを出展し
た。19社・団体が出品。（2/26～3/2、高陽）

➢

➢ ｷｮﾝﾋｬﾝﾊｳｼﾞﾝｸﾞﾌｪｱ 2016にジャパンパビリオンを出展する
（開催時期未定、募集開始9月予定、高陽）。

➢ 韓国の木材・建築・家具などの関連企業を対象に、「日本
産木材製品利用促進セミナー」を開催(27年１月21日～23
日、28年1月、ソウル)。

日本木材輸出振
興協会

➢ 日本産木材の特性、利用技術・
方法を紹介することができた
が、今後も日本産木材の特性を
知らせていくことが重要。

➢ その他 ➢ 中・韓から木材バイヤーを九州に招へいし、木材製品のＰ
Ｒ、商談会を実施する（27年9月予定）

ジェトロ

参加者は産地間連携の必要性
を認識し、また事例についても
共有できたが、具体的に連携の
取組を進め、その時に生じる課
題を解決していくために、継続し
て意見交換等を行っていく必要
がある。

日本木材輸出振
興協会

ｷｮﾝﾋｬﾝﾊｳｼﾞﾝｸﾞﾌｪｱ 2015では
商談件数1,189件、成約件数（見
込を含む）660件と前回を大幅
に上回った。より大規模出品を
検討している事業者もいること
から、規模を大きくすることを検
討してはどうか。

ジェトロ

【再掲】

ジェトロは、韓国のキョンヒャ
ンハウジングフェアにジャパ
ンパビリオンを出展し、商談
を支援する。この際、付加価
値をつけた木材製品の輸出
を拡大するため、これらの製
品を扱う輸入業者やハウス
メーカー等の発掘に努める。

韓国におけるヒノキを中心と
した内装材市場の更なる拡
大に向けて、広域連携や
オールジャパンの取組の加
速化に向けた議論を行う。

韓国における
ヒノキを中心と
した内装材市
場の更なる拡
大
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林産物のＰＤＣＡシート

輸出拡大方針（Plan）

輸出戦略上の
対応方向

実施主体

分析（Check）
対応方向
（Act）輸出拡大方針 活動内容 評価

実績（Do）

➢ オールジャパンの協力ネット
ワークの構築や、ジャパン・
ブランドの創出、情報収集・
発信に向けた議論を行う。

➢ 「輸出向け木材産地等連携全国検討会議並びに連携促進
セミナー」を実施し、輸出事業者等に対し、取組事例の報
告やパネルディスカッションを実施した（3月24日、東京）。

➢

➢ ➢ 国内の主な木材産地関係事業者や学識経験者等により、
産地間連携等の検討会を開催(3月6日、6月、9～11月、28
年2月、東京）（地方版全国7ヶ所、各1回開催）。

➢ 上記検討会の報告会（セミナー）を開催する(28年3月、東
京)。

➢ 中国の研究機関、木材団体、有識者と共同で、中国におけ
る主要輸入木材のニーズ・用途について、現地調査、聞き
取り調査、文献調査などを実施し、報告書を取りまとめる

日本木材輸出振
興協会

➢ 木材輸出に関心のある事業者を対象としたセミナーを実施
予定（回数・時期は調整中）

ジェトロ

日本木材輸出振
興協会

参加者は産地間連携の必要性
を認識し、また事例についても
共有できたが、具体的に連携の
取組を進め、その時に生じる課
題を解決していくために、継続し
て意見交換等を行っていく必要
がある。丸太だけでなく、付加価値を

つけた木製品の輸出を拡大
するため、これらの製品を扱
う輸入業者やハウスメー
カー等の発掘に努める。ま
た、事業者等が輸出先国か
ら求められる樹種、規格、数
量、時期等のニーズに対応
できるようになることを目的
として、木材輸出に関する制
度や海外市場についての理
解促進を狙ったセミナー等を
開催する。

【再掲】 【再掲】協力ネットワー
クの構築、情
報収集、情報
発信（全国団
体を通じた
オールジャパ
ンでの取組、
ブランド創り）
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林産物のＰＤＣＡシート

輸出拡大方針（Plan）

輸出戦略上の
対応方向

実施主体

分析（Check）
対応方向
（Act）輸出拡大方針 活動内容 評価

実績（Do）

➢ 「輸出向け木材産地等連携全国検討会議並びに連携促進
セミナー」を実施し、輸出事業者等に対し、取組事例の報
告やパネルディスカッションを実施した（3月24日、東京）。

➢

➢ 国内の主な木材産地関係事業者や学識経験者等により、
産地間連携等の検討会を開催(3月6日、6月、9～11月、28
年2月、東京）（地方版全国7ヶ所、各1回開催）。

➢ 上記検討会の報告会（セミナー）を開催する(28年3月、東
京)。

➢ 中国における輸入木材に係る検疫検査の規定や燻蒸の実
態、輸入原木の陸揚げ後の燻蒸可能といった他国のの先
行事例を調査し、日本産原木や未乾燥材が同様な緩和措
置の対象にとなりえるかどうか検討を行う。

➢ 国内での燻蒸の実態を公開情報・ヒアリングを中心に調査
し、低コスト実現のためには何が課題で、どのような打ち手
が考えられるか、またそれぞれ実現可能性はどうか等の検
討を行う。

➢ ➢ 中国木構造設計規範の改定に対応して、スギ・ヒノキ等を
用いた木造軸組モデル住宅を複数パターン設計するととも
に、そのうちの１モデルについて、専門家による施工管理・
指導の下、中国の現地企業の協力を得て、モデル住宅を
建築する。

日本木材輸出振
興協会

➢ モデル住宅において、その後の耐久性検証に係る技術指
導を行うとともに、内装材、外装材、住宅設備等を含めた
日本産住宅及び木材製品等の展示・ＰＲの場として活用す
る。

➢ 日中双方の事業者や団体の協力により、地域材製品開発
に関する検討会、製品説明会、製品展示等を行い、中国向
け製品輸出促進に向けた取組を支援する。

日本木材輸出振
興協会

事務局

産地間連携による共同輸
出、安定供給体制を構築す
るため、中国・韓国における
木材の用途やニーズ・嗜好
等を踏まえて輸出拡大の
ターゲットを設定し、広域連
携やオールジャパンの取組
を加速化するための議論を
行う。

【再掲】 【再掲】

日本木材輸出振
興協会

参加者は産地間連携の必要性
を認識し、また事例についても
共有できたが、具体的に連携の
取組を進め、その時に生じる課
題を解決していくために、継続し
て意見交換等を行っていく必要
がある。

日本産木材や木造軸組住
宅の認知度向上に向けて、
モデルハウスの設置等によ
る通年でのPRを実施する。
この際、対中国の木材輸出
拡大の先進的な取組を参考
にして、輸出のターゲットを
明確にして（戸建て・マンショ
ン内装、富裕層・中間層な
ど）、戦略的に取組を進めて
行く。また、住宅、家具、イン
テリアなどの事業者と日中
共同で検討会を設置し、付
加価値ある日本産木材製品
の開発・普及を図る。

コスト面でのネックとなって
いる中国向け丸太及び未乾
燥材の燻蒸について、中国
での輸入木材燻蒸の状況を
把握する。

モデルハウス
の設置等によ
る通年でのＰＲ
による日本産
木材、住宅の
認知度向上

森林組合や産
地間連携によ
る共同輸出、
安定供給体制
の構築

➢

➢
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花きのＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

活動内容 評価

➢ ➢ 中国花き小売業交流会（7月、中国（江蘇省常州市））に
出展し、中国国内のフローリストや花き販売事業者等を
対象に、イヌマキ以外の鉢ものや植木・盆栽等を多く使っ
た商材展示、盆栽デザイナーの派遣による盆栽の手入
れ等の実演、品質管理手法の紹介、日本産花きＰＲパン
フレット「美しい日本の花」の配布等を行う。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ 「HOME & GARDEN ESSEN 2015」（9月、ドイツ(エッセ
ン））に出展し、日本産植木の認知度を高めるため、造園
設計デザイナー等に対して、日本の植木生産者等を派遣
し、多様な種類の植木・盆栽から成るマクロ盆栽等を紹
介するとともに、高品質な日本産植木の樹形や枝ぶり、
選定技術等についての実演を行う。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ Flowers Expo 2015（9月、モスクワ）において、ジェトロが
設けたジャパンパビリオンに国内の植木・盆栽の輸出事
業者の出展を図る。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ ジェトロが開催する国内商談会に国内の盆栽の生産組
合及び輸出事業者らの参加を図る（開催時期調整中、埼
玉県、香川県）。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ 全国花き輸出拡大協議会、
輸出事業者は、2017年世界
盆栽大会（さいたま市）にお
いて、植木・盆栽をはじめ鉢
もの及び切り花についてもＰ
Ｒできる機会となるよう連携
を図る。

➢ 2017年世界盆栽大会ひいては2020年東京オリンピックを
見据えて、海外からの観光客の手土産としての盆栽のＰ
Ｒ・販売拡大に向け、輸出環境課題（各国の検疫ルール
に合わせた輸出システム）を整理・解決するための開発
調査会議（構成：盆栽の輸出事業者及び生産者、全国花
き輸出拡大協議会事務局）を立ち上げ、輸出事業者はこ
れに参加する（年4回（開催時期調整中））。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

対応方向
（Act）輸出拡大方針 実施主体

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）

【植木・盆栽】
海外からのバ
イヤー招へい
や見本市等を
通じ、新たな輸
出品目を開拓

輸出事業者は、ジェトロ等を
通じた海外バイヤーの招へ
い、見本市への出展、国内
商談会への参加等を通じ、
イヌマキ以外の植木・盆栽
等も含め新たな輸出品目の
プロモーションを行う。
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花きのＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

活動内容 評価

対応方向
（Act）輸出拡大方針 実施主体

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）

➢ ➢ 「Flowers Expo 2015」（9月、モスクワ）では、多数の来場
者が見込める会場入口に近い場所にジャパンパビリオン
を設置するとともに、現地（モスクワ事務所）の海外コー
ディネータ（本年度１名増員）を活用し、より多くのバイ
ヤー誘致を図る。

➢ ジェトロ

➢ 海外バイヤーが、より多くの盆栽を輸出先国の検疫条件
に対応して栽培している様子を直接見られるよう、主要な
盆栽産地（埼玉県及び香川県）の園地等において国内商
談会を実施する。

➢ ジェトロ

➢ 花き輸出に関心のある事業者向けのセミナーを開催する
（内容等は調整中）。

➢ ジェトロ

➢ 輸出相談窓口を通じた花きの輸出手続きについての相
談への対応する（19件（1～5月実績））。

➢ ジェトロ ➢ 初めて花きの輸出を検討している
事業者からの基本的な輸出手続き
に関する照会が大半であるが、輸
出関係者が広がりつつあることは
感じられる。

➢ 全国花き輸出拡大協議会
は、花きの検疫・通関が円
滑に進まないと思われる国
の検疫・通関手続きについ
て調査し、対応方法を検討
する。

➢ ロシアの花き業界関係者、通関・検疫担当者を対象に、
航空便・船便の輸出可能性の検討のための調査を実施
する（8月、モスクワ及び極東地域）。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ 全国花き輸出拡大協議会
は、植木の線虫対策として
栽培段階から計画的に予防
する手法について、情報の
収集・共有、新たな技術開
発や実証研究に向けた働き
かけ、セミナー等を通じた輸
出事業者への啓発を図る。

➢ 植木・盆栽の輸出にあたっての大きな課題である線虫対
策技術の普及促進の場として、試験研究機関、学識経験
者、植木生産者等で構成する「新技術連絡会議」を開催
する（7月、10月、１月（東京））。また、植木産地における
新技術の成果等の実証セミナーを開催する（28年2月、3
月）。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

【植木・盆栽】
海外からのバ
イヤー招へい
や見本市等を
通じ、新たな輸
出品目を開拓
【再掲】

ジェトロは、見本市へのジャ
パンパビリオン出展や海外
バイヤーを招聘した国内商
談会の開催、輸出に必要な
手続きの情報提供等を行
う。
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花きのＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

活動内容 評価

対応方向
（Act）輸出拡大方針 実施主体

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）

➢ 輸出事業者は、産地間連
携、ジャパン・ブランド育成
に向け互いに連携できる点
を引き続き模索する。

➢ 花きの卸売団体等が主催する検討会に参加し、各会員
企業、団体、生産者等の間での情報交換や連携強化の
機会を作る（11月愛知県豊明市、28年1月福岡市）。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ 全国花き輸出拡大協議会
は、花の品目ごとに産地・生
産者が主体となって連携を
図り、品目ごとの輸出促進
プランを策定できるよう、産
地・生産者に対する意識啓
発活動を行う。

➢ 輸出事業者向け対策事業を活用した取組の内容や成果
等について、花きの産地や生産者をはじめとした関係者
に周知し、輸出に取り組むことのメリット等を啓発する検
討会を開催する（10月千葉、28年2月東京）。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

【再掲】 【再掲】
➢ ➢ ロシアの花き業界関係者、通関・検疫担当者を対象に、

航空便・船便の輸出可能性の検討のための調査を実施
する（8月、モスクワ及び極東地域）。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ 米国向け植え込み資材付き鉢ものの輸出可能性や中国
の通関手続の円滑化を含め、輸出拡大に向けた課題に
ついて関係者から聞き取り、整理し、優先度の高い取組
を検討する。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

【鉢もの・切り
花】
産地間連携に
よる年間を通
じた安定的な
供給体制の整
備

全国花き輸出拡大協議会
は、花きの検疫・通関が円
滑に進まないと思われる国
の検疫・通関手続きについ
て調査し、対応方法を検討
する。
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花きのＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

活動内容 評価

対応方向
（Act）輸出拡大方針 実施主体

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）

➢ ➢ 輸出農産物の品種をDNAレベルで識別する技術の実用
化を図る取組等を実施（事業者向け補助事業）。また、登
録品種の特性確認、権利侵害の立証の際に資料として
使用するため、登録品種の標本・DNA資料の作成及び保
存を実施する（委託事業）。

➢ 農林水産省

➢ ASEAN＋３ヵ国での植物品種保護制度整備・充実に向け
て、第８回東アジア植物品種保護フォーラム本会合を開
催（7月、韓国）するほか、域内の審査技術の向上、相互
調和を目的に研修等を実施する。

➢ 農林水産省

➢ 全国花き輸出拡大協議会
は、世界でのマーケットを視
野に入れた育成者権取得の
戦略（米国から先に取得す
る等）の重要性等、鉢物輸
出に必要な権利保護の啓発
等を引き続き行う。

➢ 多様で高品質な日本産花きを海外の花き業界関係者へ
効果的にＰＲするために、日本産花きを証明する統一ロ
ゴマーク、海外への輸出（種苗や育成者件等の知財輸出
を含む。）を目指す品目・品種の特性や育成者権のデー
タ、主要な花き産地の紹介データ等の活用方法について
検討し、①統一ロゴマークの企画及び制作、②日本花き
取引コード（ＪＦコード）を活用した品目・品種の特性デー
タ及び産地の紹介データの収集・整備を推進する。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

【再掲】
➢ 多様で高品質な日本産花きを海外の花き業界関係者へ

効果的にＰＲするために、日本産花きを証明する統一ロ
ゴマーク、海外への輸出（種苗や育成者件等の知財輸出
を含む。）を目指す品目・品種の特性や育成者権のデー
タ、主要な花き産地の紹介データ等の活用方法について
検討し、①統一ロゴマークの企画及び制作、②日本花き
取引コード（ＪＦコード）を活用した品目・品種の特性デー
タ及び産地の紹介データの収集・整備を推進する。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

【再掲】
➢ 多様で高品質な日本産花きを海外の花き業界関係者へ

効果的にＰＲするために、日本産花きを証明する統一ロ
ゴマーク、海外への輸出（種苗や育成者件等の知財輸出
を含む。）を目指す品目・品種の特性や育成者権のデー
タ、主要な花き産地の紹介データ等の活用方法について
検討し、①統一ロゴマークの企画及び制作、②日本花き
取引コード（ＪＦコード）を活用した品目・品種の特性デー
タ及び産地の紹介データの収集・整備を推進する。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

【切り花】
統一規格やロ
ゴ等によるジャ
パン・ブランド
の浸透

➢ 全国花き輸出拡大協議会
は、多岐にわたる日本の花
を共通で宣伝するための統
一ロゴの制作及び活用方法
について検討する。

➢ 全国花き輸出拡大協議会
は、日本花き取引コード普
及促進協議会と連携して、
日本花き取引コード（JFコー
ド）を活用した日本産花きの
PRを図る。

【鉢もの】
品種識別技術
の開発等、知
的財産権の保
護強化

農林水産省は、品種識別技
術の実用化を図る取組支
援、また、アジアをはじめ海
外の国々における国際基準
に基づいた植物品種保護制
度整備への支援を継続して
行う。
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花きのＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

活動内容 評価

対応方向
（Act）輸出拡大方針 実施主体

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）

➢ ➢ 欧州の花き販売業者やデザイナーを対象に、日本産花き
を使用したシンボルオブジェの設置、生け花のデモンスト
レーション、高付加価値性を紹介するセミナーを実施する
とともに、日本食ＰＲのレセプション会場を彩る花きの展
示等を通じて、レストラン・飲食業者に対しても花きの有
効な利用可能性を訴求した（5月、ロンドン）。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ 花きバイヤーだけでなく飲食業関
係者の関心の広がりを見られたこ
とは、各団体が合同でＰＲしたこと
のメリット。今後もジェトロのサポー
トを得つつ、各品目団体と連携した
一体的なＰＲが有効（5月、ロンド
ン）。

➢ 日本産花きの高品質、高付加価値性を訴求するために、
花きの一般消費者、卸売業者、小売業者、デザイナー等
に対して、日本産花きの商材展示、生け花のデモンスト
レーション、パネル展示、日本産花きＰＲ用パンフレット
「美しい日本の花」の配布等を行う。
　・6月　ミラノ、ベルリン
　・7月　ミラノ
　　　　　デンバー「アメリカ花きデザイナー協会シンポジ
　　　　　ウム」
　・8月　香港「香港FOOD EXPO2015」
　・9月　モスクワ「Flowers Expo 2015」
　　　　　（ジェトロ設置のジャパンパビリオン）
　・11月　オランダ「国際花き＆園芸見本市博覧会」
　・12月　シンガポール
　・28年1月　香港、ニューヨーク、モントリオール
　・2月　モスクワ
　・3月　フィラデルフィア「フィラデルフィアフラワーショー」

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ 「初夏の日本の花」をテーマに、花
き装飾のワールドカップ元日本代
表でドイツのフラワー業界にも造詣
の深いデザイナーによる日本産花
きを使った20点のデモンストレー
ション、及び、50品種1,000本の日
本産花きの実物展示を通じて、日
本産花きの品質の高さやバラエ
ティの多さについて、EU圏を中心に
世界の花き関係者に評価を得るこ
とができた。（６月、ベルリン）

［なお、同時期に同市で開催された
「インターフローラ・ワールドカップ
ベルリン 2015」では、世界26カ国
のデザイナーによるコンペティショ
ンで、日本代表のデザイナーによ
る日本産花きを使った花き装飾デ
ザインが4位に入賞］

➢ ジェトロが主催する海外バイヤーを招へいした国内商談
会、同バイヤーの日本産切り花・鉢ものに対する理解を
深めてもらうための輸出用花きの主な国内産地及び卸売
市場の視察プログラムに参加し、日本産花きのＰＲを図
る（9月、愛知県）。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ 上記見本市等に参加した海外の事業者へのアンケート
調査を通じて、日本の花きの評価、花き販売に最適な時
期・場所及び手法等販売戦略に資する情報を収集する。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

【切り花】
見本市の開催
等による花文
化と併せた効
果的な発信

輸出事業者は、ジェトロ等を
通じ、切り花輸出先として有
望な国地域での見本市への
参加、海外バイヤーを招へ
いした国内商談会等への参
加により、プロモーションを
行う。
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花きのＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

活動内容 評価

対応方向
（Act）輸出拡大方針 実施主体

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）

➢ ➢ 農林水産省は、品目別輸出団体が早期に活動に着手で
きるように事業公募を２月に実施した。

➢ 農林水産省 ➢ ４月に補助金交付決定ができ、５月
からの品目別輸出団体の活動を支
援できた。事業関係者との緊密な
連絡調整が事務手続きの円滑化
につながっている。

➢ 全国花き輸出拡大協議会等の輸出団体は、補助金割当
内示後の事業実施計画を早期に提出した。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ 輸出事業者、農林水産省
は、2016年アンタルヤ国際
園芸博覧会への出展に向け
た準備を進める。

➢ アンタルヤ国際園芸博覧会への政府出展に向け、手続
きのスケジュールや役割分担を確認する関係省庁準備
会、屋内展示基本方針策定のための屋内展示推進会議
（仮称）を開催する（8月上旬）。

➢ 農林水産省

➢ アンタルヤ国際園芸博覧会に向けて、会員ほか輸出事
業者がこれに出品希望する品目についての検疫上の規
制等の情報が得られるよう、植物防疫所に対し情報提供
体制の充実を要請した。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ 植物防疫所におけるアンタルヤ園
芸博覧会への出展品目に関しての
情報提供体制が充実し、輸出事業
者にとって、同博覧会への出品品
目の検討・準備が進んだ。

【再掲】 【再掲】
➢ 全国花き輸出拡大協議会及

び輸出事業者は、2017年世
界盆栽大会（さいたま市）
が、植木・盆栽をはじめ鉢も
の及び切り花についてもＰＲ
できる機会となるよう連携を
図る。

➢ 2017年世界盆栽大会ひいては2020年東京オリンピックを
見据えて、海外からの観光客の手土産としての盆栽のＰ
Ｒ・販売拡大に向け、輸出環境課題（各国の検疫ルール
に合わせた輸出システム）を整理・解決するための開発
調査会議（構成：盆栽の輸出事業者及び生産者、全国花
き輸出拡大協議会事務局）を立ち上げ、輸出事業者はこ
れに参加する（年4回（開催時期調整中））。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

【再掲】 【再掲】
➢ ➢ 「Flowers Expo 2015」（9月、モスクワ）では、多数の来場

者が見込める会場入口に近い場所にジャパンパビリオン
を設置するとともに、現地（モスクワ事務所）の海外コー
ディネータ（本年度１名増員）を活用し、より多くのバイ
ヤー誘致を図る。

➢ ジェトロ

➢ 海外バイヤーを招へいした国内商談会を開催するととも
に、同バイヤーの日本産切花・鉢ものに対する理解を深
めてもらうために、輸出用花きの主な国内産地及び卸売
市場の視察プログラムを実施する（9月、愛知県）。

➢ ジェトロ

【切り花】
見本市の開催
等による花文
化と併せた効
果的な発信
【再掲】

農林水産省は、4月～7月頃
の花きのプロモーション活動
に対しても支援できるよう手
続きを円滑に進める。

ジェトロは、切花輸出先とし
て有望な国・地域の見本市
へのジャパンパビリオン出
展や、海外バイヤーを招聘
した国内商談会の開催等を
行う。
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花きのＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

活動内容 評価

対応方向
（Act）輸出拡大方針 実施主体

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）

➢ 輸出事業者は、鮮度保持を
可能とするコールドチェーン
に関する技術的検証を行
う。

➢ コールドチェーン等鮮度保持体制の構築等に向けて、国
産花きイノベーション推進事業等を活用し、産地から販売
業者までのコールドチェーンによる花きの品質向上およ
び日持ち保証販売の実証を行う。

➢ 輸出事業者

➢ 全国花き輸出拡大協議会
は、花きの生産者及び輸出
業者に対して、輸出を見込
んだ国内生産・流通体制の
検討を促す。

➢ 各会員企業、団体、生産者等の間での情報交換や連携
強化の機会を作る国内検討会を開催する（11月愛知県
豊明市、28年1月福岡市）。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ 全国花き輸出拡大協議会
は、試験研究機関及び種苗
会社等との情報共有を図
る。

➢ 花きの高品質周年生産システムについて研究している農
研機構花き研究所と協力して、11月にオランダで開催さ
れる「国際花き・園芸見本市」に出展するトルコギキョウ
の日持ち調査等を現地で行い、調査結果を同見本市で
のＰＲに活かす。

➢ 全国花き輸
出拡大協議
会

➢ ➢ 「花きの振興に関する法律」に規定する種苗法の特例に
ついて、説明資料（Ｑ＆Ａ等）を作成してＨＰに掲載すると
ともに、地方農政局を通じて、花き関係者が集う総会、研
修会の場にて講演する。

➢ 農林水産省

➢ 上記講演等においては、当該種苗法の特例に係る研究
開発は、花きの新品種の育成及び増殖技術の高度化に
関する研究開発を行うものであって、我が国の花き産業
の国際競争力の強化、日本産花きが国際的なマーケット
でシェアを伸ばしていくことに資するものである旨を重点
的に強調する。

➢ 農林水産省

【切り花】
長時間輸送に
耐えうる鮮度
保持技術の開
発・普及

その他 農林水産省は、平成26年12
月に施行された「花きの振
興に関する法律」の趣旨を
踏まえ、種苗法の特例（品
種登録の出願料及び登録
料の減免措置）を活用した
海外で好まれる花色や長時
間輸送に耐えうる耐病性等
を有する新品種の育成を促
進するため、育種関係者に
対して当該特例に関する周
知・助言を行う。
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青果物のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

活動内容 実施主体 評価

➢ 全体 ➢ 日本青果物輸出促進協議会は、オールジャパンの取組を進
めるため、生産者団体、輸出商社等を参集して販売促進、海
外での展示会等に関する情報交換会を、品目横断及び品目
別に実施する。

➢ 日本青果物輸出促進協議会は、輸出促進に関して会員が関
心を持っている事項について、専門家を招いてセミナー等を
開催する。

➢ 日本青果物輸出促進協議会は、生産者団体、輸出商社等が
実施する販売促進事業、海外展示会等について情報提供等
を通じて支援する。

➢ 日本青果物輸出促進協議会は、日本産果実の信頼向上のた
め日本産果実マークの普及を図る。

➢ ジェトロは、輸出に関心のある事業者等向けセミナーを実施。
また、海外見本市、国内外商談会、海外マーケティング拠点
事業等を実施するとともにに、これらの事業への出品者に対
するフォローアップを実施。

➢ ジェトロは、商品に関するバイヤーのニーズ等を把握し、定期
的に関係者に伝達する。

➢ 農林水産省は、同省が作成する品目横断した輸出取組事例
に青果物輸出の成功事例を取り上げる。

➢ 農林水産省

➢
【りんご】
台湾、香港にあっては、富裕
層に加え、人口の多い中間
層もターゲットとし、ブランド
維持を図りながらマーケティ
ングを強化。

➢ 日本青果物輸出促進協議会は、りんごの生産者団体、輸出
商社等の参集の下、輸出拡大方針の進捗状況について情報
交換を行う。

➢ 東南アジアの国々について
「おいしさ」「安全」をアピー
ルした販促活動による、新
たな流通チャネルを開拓。

➢ 日本青果物輸出促進協議会は、協力が可能なグループ作り
のためのマッチング活動を行う。

➢ 日本青果物輸出促進協議会の会員は、台湾の植物防除検査
官を招聘すると共に、台湾、香港、シンガポールにおいて販売
促進活動を行う。

➢ 日本青果物輸
出促進協議会

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check） 対応方向
（Act）輸出拡大方針

富裕層に加
え、人口の多
い中間層も
ターゲットとし、
マーケティング
等の強化によ
り売れる品目
を発掘しつつ
市場を開拓

➢

日本青果物輸
出促進協議会

➢

日本青果物輸
出促進協議会

➢

ジェトロ
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青果物のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

活動内容 実施主体 評価
輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check） 対応方向

（Act）輸出拡大方針

➢
【かんきつ】
輸出実績の少ない中晩柑を
組み合わせて輸出期間を長
期化。

➢ 日本青果物輸出促進協議会は、かんきつの生産者団体、輸
出商社等の参集の下、輸出拡大方針の進捗状況について情
報交換を行う。

➢ 日本青果物輸出促進協議会は、協力が可能なグループ作り
のためのマッチング活動を行う。

➢ 日本産みかんをバイヤーや
消費者に知ってもらう取組を
強化。

➢ 日本青果物輸出促進協議会の会員は、香港・台湾・シンガ
ポールにおいて複数産地、複数品目を組み合わせた販売促
進活動を行う。

➢ 日本青果物輸
出促進協議会

➢
➢ 日本青果物輸出促進協議会は、かきの生産者団体、輸出商

社等の参集の下、輸出拡大方針の進捗状況について情報交
換を行う。

➢ ➢ 日本青果物輸出促進協議会の会員は、香港において販売促
進活動を行う。

➢
【なし】
百貨店での販売促進等によ
り、購入実績のある富裕層
のニーズに的確に対応。

➢ 日本青果物輸出促進協議会は、なしの生産者団体、輸出商
社等の参集の下、輸出拡大方針の進捗状況について情報交
換を行う。

➢ ➢ 日本青果物輸出促進協議会は、協力が可能なグループ作り
のためのマッチング活動を行う。

➢ 日本青果物輸出促進協議会の会員は、台湾・香港において
販売促進活動を実施する。

➢ 日本青果物輸
出促進協議会

➢
【ながいも】
日常的に消費される健康に
資する食材として広く消費者
にアピールすることにより、
消費を拡大。

➢ 日本青果物輸出促進協議会は、ながいもの生産者団体、輸
出商社等の参集の下、輸出拡大方針の進捗状況について情
報交換を行う。

➢ 高品質をアピールし、薬膳
料理の食材のみならず日本
料理の食材として売り込む
等、新規市場の開拓。

➢ 日本青果物輸出促進協議会は、協力が可能なグループ作り
のためのマッチング活動を行う。

➢ ＨＡＣＣＰなど安全性をア
ピールできる流通体制の確
立。

➢ 日本青果物輸出促進協議会の会員は、ハワイにおいて販売
促進活動を開催。また、ＥＵ市場についても検討を行う。

➢ 日本青果物輸
出促進協議会

➢ 日本青果物輸
出促進協議会

日本青果物輸
出促進協議会

➢

日本青果物輸
出促進協議会

➢

【かき】
産地の連携による効率的・
効果的な販促活動の実施。

国内需給バランスが崩れる
9月中旬～10月上旬の期間
をターゲットとした輸出の実
施。

輸出期間の長期化や消費
者の求める小玉果等の投入
により需要を拡大。

富裕層に加
え、人口の多
い中間層も
ターゲットとし、
マーケティング
等の強化によ
り売れる品目
を発掘しつつ
市場を開拓
【再掲】

日本青果物輸
出促進協議会

➢
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青果物のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

活動内容 実施主体 評価
輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check） 対応方向

（Act）輸出拡大方針

➢
【多品目周年供給体制】
複数の産地を取りまとめる
体制構築を通じ、多品目・多
品種を組み合わせたリレー
出荷等による周年供給体制
の構築を図る。

➢ 平成27年5月28日青果物輸出の全国団体、日本青果物輸出
促進協議会を設立した。

➢ 日本青果物輸
出促進協議会

➢ 団体が設立され、オールジャパ
ン体制の基礎が確立された。
今後の多品目周年供給体制を
確実に実施していくため、会員
数を増やしていく必要がある。

➢
【輸出体制の整備】
海外マーケット調査や宣伝
活動等を一元的に取り組む
輸出団体設立に向け検討

➢ 日本青果物輸出促進協議会は、多品目周年供給体制を進め
るため、生産者団体、輸出商社、ジェトロ等を参集して情報交
換を行うと共に、協力が可能なグループ作りのためのマッチン
グ活動を行う。

➢ 日本青果物輸
出促進協議会

➢ 日本青果物輸出促進協議会、ジェトロ及び農林水産省は、多
品目産地間連携について生産者団体、輸出商社等からの相
談に積極的に対応する。

➢

➢
➢

日本青果物輸
出促進協議会
ジェトロ
農林水産省

➢ 事務局は、目指すべき「多品目周年供給体制」の具体的な事
例について海外の事例を調査する（香港の百貨店等が行って
いる年間を通じた棚貸し制度の状況等）。

➢ 事務局

➢ ジェトロは、平成27年度事業（新興市場等におけるマーケティ
ング拠点の設置）の実施状況を適宜紹介する。

➢ ジェトロ

日本産青果物
が海外の店舗
に常時並ぶ
「多品目周年
供給体制」を
構築
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青果物のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

活動内容 実施主体 評価
輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check） 対応方向

（Act）輸出拡大方針

➢
➢ 日本青果物輸出促進協議会は農林水産省、農薬工業会、

ジェトロ等と協力して、台湾・香港の残留農薬基準の追加設
定について、設定後の影響を現地から情報収集するととも
に、関係者を集めた情報交換会を実施して優先順位付けを行
う。その結果について年度内に台湾・香港当局に申し入れを
行う。

➢

➢
➢

日本青果物輸
出促進協議会
ジェトロ
農林水産省

➢ 事務局は、ＥＵ・米国における青果物の残留農薬基準等の設
定・申請に関する情報収集に関する調査を実施する。（ＥＵに
ついては、茶の既存の調査結果が活用できるか要検討）

➢ 事務局

➢
【植物検疫】
ベトナム向けりんごの植物
検疫措置について協議を実
施。

➢ 農林水産省は日本青果物輸出促進協議会、ジェトロの協力を
得て、植物検疫に関し今後マーケットとして有望であり、解禁
可能性がある国を検討する。また、既に輸出可能な国につい
ては、輸出実績がない品目について、輸出が進まない理由に
ついて整理を行った上で、検疫条件が厳しいため現実性がな
い国については条件緩和の交渉について検討する。

➢

➢
➢

日本青果物輸
出促進協議会
ジェトロ
農林水産省

➢
【その他】
インドネシア向け「りんご」の
生産国認定について、先方
政府に適宜審査の進捗状況
を照会するとともに、 速やか
な認定を督促。

➢ 農林水産省は日本青果物輸出促進協議会、ジェトロと協力し
て、インドネシアの食品安全制度強化に対し、インドネシアへ
青果物輸出を実施、又は検討している生産者団体、輸出商社
等に対して情報を提供すると共に、生産国認定の取得、及び
試験機関の登録等制度に対応した体制作りを行う。

➢ ➢ その他、他国の検討状況も踏まえつつ、輸出環境の整備のた
めに対応。

➢

➢
➢

日本青果物輸
出促進協議会
ジェトロ
農林水産省

検疫の制限等
に対する戦略
的働きかけ

インドネシアが実施する輸
入ライセンス制度について、
米国等の関係国と連携しつ
つ、インドネシア政府に 適
切に対応。

【残留農薬基準】
台湾・香港の残留農薬基準
の追加設定について、現場
の意見や市場のニーズを踏
まえ、優先度の高いも のか
らインポートトレランスの申
請を行う。
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青果物のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

活動内容 実施主体 評価
輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check） 対応方向

（Act）輸出拡大方針

➢
➢ 農林水産省は、3月のＷＴＯ/SPS委員会をはじめ国際会議や

バイ会談等において、働きかけを継続的に実施。特に台湾に
対し、4月以降、働きかけを強化。

➢ 農林水産省

➢ ジェトロは、3月に台湾・香港から食品業界、メディア関係者36
名を招へいし、規制対象県等において青果物を含む農林水
産物・食品の安全・安心をアピール。

➢ ジェトロ ➢ アンケートによる評価も高く（食
品安全確保の取組に対する招
へい対象者のｱﾝｹｰﾄで上位評
価者の割合は台湾100%、香港
94%）、現地メディアによる情報
発信も多かった（台湾145件、
香港49件（5/13時点））。引き続
き、現地メディアによる情報発
信の状況の把握などフォロー
アップを行う必要がある。

➢
➢ 台湾の輸入規制の撤廃・緩和を求め、累次協議を実施。5月

15日に施行した規制強化につき関係事業者に対し情報を提
供。

➢ 農林水産省

➢ ジェトロは、輸出相談窓口やメールマガジン等を通じて事業者
に情報を提供。

➢ ジェトロ

➢
【その他の国・地域】
台湾、香港以外の国・地域
については、科学的根拠に
基づき規制措置の見直しを
要請。

➢ 農林水産省は、3月のＷＴＯ/SPS委員会をはじめ国際会議や
バイ会談等において、規制見直しの働きかけを継続的に実
施。

➢ 農林水産省 ➢ 2月にブルネイの規制が緩和さ
れ、5月にタイの規制措置が撤
廃されたが、規制が残っている
国が存在。引き続き、働きかけ
を続ける必要がある。

➢ 1-MCPによる鮮度保持技術
についての研究・開発を実
施。

➢ 日本青果物輸出促進協議会は農林水産省等と協力して、鮮
度保持・長期保存技術の開発等に関して、専門家を招いてセ
ミナーを開催。

➢ サクランボ損傷ゼロパッケー
ジの生産者への普及と利用
法の指導や新たな市場開拓
を実施。

➢ 日本青果物輸出促進協議会は、鮮度保持・長期保存技術に
関する課題を会員等から募ると共に、平成28年度の試験実施
に向けた具体的な対策を取りまとめる。

➢ カピリン製剤及びMA包装資
材については、より生産現
場で使いやすい資材として
改良。

鮮度保持・長
期保存技術の
開発

原発事故によ
る輸入停止措
置の解除

【台湾・香港】
台湾、香港について重点的
に規制解除の働きかけを実
施。

【台湾・香港】
台湾が進める規制強化の動
きに対して情報収集に努め
るとともに、青果物の輸出に
支障がないよう適切に対
応。

➢

➢
➢

日本青果物輸
出促進協議会
ジェトロ
農林水産省
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牛肉のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

➢ ➢ 有望市場である中国・台湾・イスラム圏諸国と輸出解禁に向け
た検疫協議を継続する。

➢

➢ バーレーン向け牛肉の輸出解禁をした（3月）。

➢ マカオ、タイ向け月齢制限撤廃に向けた協議を継続する。

➢ 香港向け牛肉の月齢制限撤廃をした（1月）。

➢ 国は、航空手荷物としての輸
出が可能となるよう、まずは
米国との協議を進展。

➢ 米国との協議結果を踏まえ、検疫体制を整備し、航空手荷物
での牛肉輸出実現に向けた協議を進展する。

➢

➢ 米国以外への輸出実現に向け、相手国政府と協議を実施す
る。

➢ 国は、関係事業者の要望や
都道府県等の実情を踏まえ、
現在の認定施設外に立地す
る施設において、スライス等
の加工や冷凍・冷蔵保管を
行って輸出する上での課題を
整理・分析し、輸出の可能性
を検討。

➢ 課題を整理・分析し、輸出方策を検討の上、米国等との協議を
実施する。

➢ 厚生労働省

➢ ➢ 国内事業者に対して、施設認定に関する情報提供を行う。 ➢
➢

➢ 強い農業づくり交付金により施設整備を支援する。

➢ 国内外のイスラム市場を取り
込むため、食肉処理場の整
備に対する支援等により、ハ
ラール牛肉生産を支援。

➢ 強い農業づくり交付金による施設整備の支援や輸出に取り組
む事業者向け対策事業によるハラール認証取得の支援を行
う。

➢ 農林水産省

➢ ➢ ハラール認証の手続き等に関する正確な情報を国内事業者
等に発信するとともに、講習会を開催する。

➢
➢
➢

農林水産省
ジェトロ
ALIC

➢ イスラム圏への牛肉輸出におけるハラール以外の規制等の
調査を行う。

➢ 事務局

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）
対応方向
（Act）輸出拡大方針 活動内容 実施主体 評価

輸出解禁・輸
出条件緩和に
向けた検疫協
議の進展

国は、有望市場の解禁を目
指して検疫協議を継続すると
ともに、既存の輸出先国につ
いても輸出条件の緩和を実
現。

農林水産省

ハラール対応
（ハラール認証
の取得や産地
食肉センター
の整備等）

ジェトロのセミナー等を通じ
て、ハラール制度等に関する
情報を普及させるとともに、
他国のハラール製品の生産・
輸出に関する調査を実施。

輸出施設認定
に係る国内手
続きの加速化

事業者に対して、施設認定に
係る相手国の要求事項等の
情報を分かりやすく、適時適
切に提供するとともに、引き
続き施設整備を支援。

農林水産省

厚生労働省
農林水産省
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牛肉のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）
対応方向
（Act）輸出拡大方針 活動内容 実施主体 評価

日本食文化と
一体的なプロ
モーション

➢ ➢ 見本市来場者やレストラン、ホテル関係者、牛肉流通事業者
等を対象に、日本産牛肉の魅力について、外国産Wagyuとの
違いを説明し、肉質の特徴の解説、カット技術や調理法の実
演、部位ごとの試食提供等を行う。

➢
➢

➢
➢

➢ 和牛の品質、安全面のみならず、日本の丁寧な飼育法・和牛
の血統等も合わせてPR活動を実施していく。

➢ 国内地域ブランドの垣根を越え、オールジャパンで連携しＰＲ
活動を実施する（夏期ベトナム、8月香港（フードエキスポ）、10
月ドイツ（ANUGA）及びイギリス（The Restaurant Show）、冬期
アメリカ、2月UAE（Gulfood））。

➢ 1月、5月にそれぞれベルリンとロンドンで品目別輸出促進団
体が連携してセミナーを開催し、PRを実施した。

➢ 5月にパリで高級食肉卸売・小売事業者等を参集し、セミナー
を開催した。

➢ 5月にノリッチで食肉事業者・レストラン関係者等に対してミニ
セミナーを実施した。

➢ 日本畜産物輸出促進協議会の取り組みの下、会員企業等が
販売促進活動を実施する。

➢ 日本畜産物
輸出促進協
議会（会員
企業等）

➢ 和牛の情報提供システムを構築する。 ➢

➢ スライス文化とカット技術、スライサー等の機械の一体となっ
た普及を行う。

輸出先国のマーケット調査結
果等を踏まえ、外国産
“Wagyu”との差別化を図りつ
つ、日本食文化と一体的な和
牛プロモーションを引き続き
実施。

日本産和牛を見たこともないドイ
ツの食肉事業者に、和牛の特徴
を伝えるきっかけとなった。

イギリスの食肉事業者やレスト
ラン関係者に、和牛の用途を一
層普及するきっかけとなった。

英国のロンドン以外の都市で
も、日本食店を起点に和牛を情
報発信するきっかけとなった。

日本産和牛を見たこともないフ
ランスで有力な食肉事業者に、
和牛の特徴を伝えるきっかけと
なった。

JETROのサポートを得つつ、各
品目団体との連携を通じ、一体
的に取り組みを行い、日本食品
と一体的に普及が行えた。

日本畜産物
輸出促進協
議会

農林水産省
日本畜産物
輸出促進協
議会
ジェトロ
ALIC

➢

➢

➢

➢

➢
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牛肉のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）
対応方向
（Act）輸出拡大方針 活動内容 実施主体 評価

日本食文化と
一体的なプロ
モーション【再
掲】

➢ ➢ 検疫協議中の国における解禁後の円滑な市場調査に資する
ため、また、EUにおける和牛肉の理解を深化させ需要拡大を
図るため、市場流通構造等を調査する。

➢ 日本畜産物
輸出促進協
議会

➢ 海外の食肉処理業者や卸売事業者、レストラン関係者を招へ
いし、生産農場、処理施設、販売店の視察紹介を行うことによ
り、牛肉の取扱方法の普及等を図る（日本産品のPR）。

➢ 日本畜産物
輸出促進協
議会

➢ 小売店における販促ツールの検討を行う。 ➢

➢
➢

日本畜産物
輸出促進協
議会
ジェトロ
事務局

➢ プロモーションイベントに参加した海外の事業者に調査票を配
布し、反応（和牛の魅力、ニーズ、和牛販売に最適な時期・場
所及び手法等）を確認する。

➢ プロモーションイベントの参加者への調査票の配布等により、
解禁している国別に、チャネルごとの出回り具合（浸透具合）
を調査し、国ごとの流通チャネル別に実施すべきこと（和牛販
売で重点的にねらう対象者、最適なPRの時期・場所及び手法
など）をとりまとめる。

➢ 解禁している国別に、求められる和牛の価格帯について調査
する。

➢ 事務局

日本食文化と
一体的なプロ
モーション

➢ ➢ ニュージーランド、ベトナム、インドネシア及びカタール等につ
いて、和牛統一マークの商標登録の申請・出願・更新を行う。

➢ 日本畜産物
輸出促進協
議会

➢ 「和牛統一マーク使用許諾要領」を改訂し、マーク申請者に対
する利用状況等の定期的な報告の義務化を行う。

➢ 日本畜産物
輸出促進協
議会

➢ 必要に応じて、現地での問題事例の抽出を行い、書面による
是正勧告等を行う。

➢
➢
➢

農林水産省
ＡＬＩＣ
ジェトロ

海外のシェフ、小売店、消費
者、食肉関係事業者等を対
象に、対象毎に最適な時期、
場所及び手法で、日本産牛
肉に関する啓蒙・ＰＲ活動を
効果的に実施。

➢
➢
➢
➢
➢

事務局
ジェトロ
農林水産省
ALIC
日本畜産物
輸出促進協
議会

「和牛統一マーク」について、
効果的な使用・普及方法等に
ついて検討し、適切な管理を
実施。
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牛肉のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）
対応方向
（Act）輸出拡大方針 活動内容 実施主体 評価

商談会開催や
見本市出展等
の支援

➢ 輸出団体を設立・育成し、農
林水産省、ジェトロ、農畜産
業振興機構等がそれぞれの
立場から各種サポートを行う
体制を構築。

➢ 輸出に取り組む事業者向け対策事業、畜産物輸出特別支援
事業等を着実に実施し、日本畜産物輸出促進協議会のサ
ポートを行う。

➢
➢
➢

農林水産省
ＡＬＩＣ
ジェトロ

➢ ➢ ジャパンパビリオン内に牛肉ブースを設営し、PRを行う（10月
ドイツ（ANUGA）、28年2月UAE（Gulfood））。

➢ ジェトロ

➢
【再掲】
プロモーションイベントに参加した海外の事業者に調査票を配
布し、反応（和牛の魅力、ニーズ、和牛販売に最適な時期・場
所及び手法など）を確認する。

➢
➢

ジェトロ
事務局

➢ 現地レストランのシェフを対象に、日本産和牛のカッティングマ
ニュアル、レシピ提供を行い、ワークショップ等を実施する。

➢

➢ 1月にベルリンで品目別輸出促進団体3団体が連携して共同
でセミナーを開催し、PRを実施した。

➢ 5月にロンドンで品目別輸出促進団体5団体が連携して共同で
セミナーを開催し、PRを実施した。

その他 ➢ その他 ➢ 可能な国については、牛肉に限らず、日本のオール畜産物を
一体的にＰＲする活動を行う。

➢ 日本畜産物
輸出促進協
議会

ジェトロによる
酒類などと一
体的な日本食
材の販売促進

国際的に影響力がある海外
見本市において、関係者と連
携し、牛肉ブースを設営する
等、オールジャパンでの販促
活動を実施。

ジェトロ ➢

➢

➢

➢

➢

ベルリンでは、三団体合同で複
数品目を同時にPRしたため、来
場したバイヤーがどの品目に関
心があるか日本側事業者に分
かりにくいという課題が発生。

上記課題を解消すべく、ロンドン
ではバイヤーの関心品目ごとに
名札を区別。日本側事業者は効
率的にネットワーキングを実施
することができた。

ロンドンでは、牛肉のPR活動は
進んでいたという評価を得た。

今後、日系以外のバイヤーも掘
り起こし、国内企業へ紹介して
いく必要がある。

今後もJETROのサポートを得つ
つ、各品目団体との連携を通
じ、一体的に取り組む必要があ
る。
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茶のＰＤＣＡシート

活動内容

【生産サイドの対応方向】

➢ 輸出用茶生産体制を検討する。
－実証圃の設置
－実証圃の成果に基づく対応マニュアル策定

➢ 日本茶輸出促
進協議会

➢

➢

➢

輸出相手国で登録されていない農薬等の使用を低減す
る新たな防除体系を確立するための試験を実施する。

平成26年度は、煎茶と玉露を対象とし、新たな防除体
系の確立に取り組んだ。
平成27年度は、かぶせ茶と抹茶を対象とし、新たな防
除体系の確立・普及に取り組む。

➢ 野菜茶業研究
所（委託）

➢ 平成26年度の結果に
ついて、全国15箇所
で説明会を開催し
た。一方で、更に普
及させる必要があ
る。

平成26年度の結果につ
いて、生産者やその関係
団体、生産県の試験場や
普及員などに対して情報
提供した。今後、輸出に
取り組む生産者や団体な
どを増加させる。

➢ 引き続き、有機栽培への
支援を実施する。

➢ 農林水産省事業の活用により有機農業を支援する。 ➢ 農林水産省

➢ 2014年度の調査結果を踏
まえて、見本市や商談会
等の機会を利用して有機
茶の販売を実施する。

➢ 香港Tea Expo（８月）、シンガポールOishii Japan
（10月）、台湾国際茶業博覧会（11月）で販売促進活
動を実施する。現地の有機栽培茶に対する関心、今後
の品揃えの必要性等について調査し、今後の成約に結
び付けるように努力する。

➢ 日本茶輸出促
進協議会

健康成分高
含有品種の
開発・普及

➢ 開発・普及に向けた具体
的な対応策を検討する。

➢ 農林水産省事業の活用により茶改植を支援する。 ➢ 農林水産省

茶樹中の放
射性セシウ
ム低減の徹
底

➢ 引き続き低減対策の情報
提供や現場支援を実施す
る。

➢ 農林水産省が都道府県の分析費用を負担する。 ➢ 農林水産省

EU向け
GLOBAL GAP
認証取得支
援

➢ 引き続きGlobal G.A.P.の
取得支援を実施。

➢ 農林水産省事業の活用によるGLOBAL GAP認証取得を支
援する。

➢ 農林水産省

輸出に対応
した茶栽培
技術、加工
技術の確
立、病虫害
に強い茶の
開発
輸出相手国
の食品衛生
関係規制に
対応した基
準に合った
生産体制の
確立

➢

➢

➢

2014年度に作成した標準
防除暦を各地域の防除暦
に反映させるように、各
産地へ輸出向け防除暦の
普及を行う。

病害虫抵抗性品種の改植
支援事業を引き続き実
施。

国内における輸出可能な
栽培面積の実態を把握す
るため産地等を含めた国
内検討会議を行う。

有機栽培の
推奨
米国の有機
同等性の承
認の取得

対応方向（Act）

輸出戦略上の
対応方向

輸出拡大方針 実施主体

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）

評価
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茶のＰＤＣＡシート

活動内容

対応方向（Act）

輸出戦略上の
対応方向

輸出拡大方針 実施主体

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）

評価

【輸出環境整備】

➢ 日本茶関係団体が集まっ
て、残留農薬問題に対応
するためのワーキンググ
ループを設定する。

➢ インポートトレランス申請検討会（IT申請検討会）を
開催する。3月26日の検討会にて、茶関係の農薬メーカ
へデータ提供を依頼した。

➢ 日本茶輸出促
進協議会

➢ 第1回部会終了後
に、申請薬剤の具体
的な対応について議
論が必要である。

➢ 2014年度茶部会で作成し
た米国、EU、台湾向け茶
のインポートトレランス
の優先順位リストを踏ま
えて、インポートトレラ
ンス申請を行う。

➢

➢

米国及び台湾のインポートトレランス申請に必要な
データ収集が完了した。

米国及び台湾へのインポートトレランスの対象薬剤を
決定した。今後速やかに、申請する。

➢

➢
➢

日本茶輸出促
進協議会
農薬メーカー
農林水産省

➢ ＥＵについては、コス
ト等を踏まえて当面
申請を行わない。

➢ インポートトレランス申
請に必要なデータが不足
している成分について
は、次年度以降の申請に
向けたデータの収集を行
う。

➢ データの収集を実施している。その結果を踏まえ、次
年度以降のデータ収集計画を検討する。

➢ 日本茶輸出促
進協議会

➢ 香港での残留農薬基準の
設定状況を確認し、イン
ポートトレランスの優先
順位を設定する。

➢ ジェトロにて、香港におけるポジティブリスト制度運
用状況、違反事例等の実態調査を実施する。

➢ ジェトロ

➢ 輸出品を対象に輸出先国
の基準に合致しているの
かの残留農薬検査を実施
する。

➢ EU基準に合わせた残留農薬検査を実施する。 ➢ 日本茶輸出促
進協議会

EU、香港、
台湾の残留
農薬基準へ
の対応（基
準に沿った
生産体制確
立、相手国
でのイン
ポートトレ
ランス設定
の支援）
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茶のＰＤＣＡシート

活動内容

対応方向（Act）

輸出戦略上の
対応方向

輸出拡大方針 実施主体

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）

評価

➢ ISO TC34/SC8静岡会議（６月２～４日）を開催した。
日本から「抹茶」の基準づくりを提案し、今後検討していくこ
とになった。

➢

➢

日本茶輸出促
進協議会
農林水産省

➢ 抹茶の基準を検討す
る機運が醸成された
が、抹茶の基準が決
まるまでには、複数
年の期間を要する。

ISOにおける抹茶の基準
づくりにあたっては、複数
年の期間を要することか
ら、業界関係者とよく検討
の上、議論を進めていく
必要があることから、期
限を設定し、タイムスケ
ジュールに沿った検討を
進める。

➢ ITC総会（５月７日）へ参加し、茶の生産、消費の主要国と情
報交換を行った。

➢

➢ FAO IGG on Tea（10月）へ参加する。

【マーケティング】

日本食・食
文化の発信
とあわせた
売り込み

➢ 設立した日本茶輸出促進
協議会を中心に、日本茶
の淹れ方、飲み方の普及
指導のための人材育成を
行う講座、ワークショッ
プ等を開催。

➢

➢

「海外指導員育成委員会」における人材育成システム
を検討する（検討会・報告会実施：８月、10月、２
月）。

日本茶インストラクター協会の会員のうち、海外に在
住する約40名から希望者を募り「日本茶大使」として
配置する。当面は、日本大使館を舞台にした活動を予
定している。

➢ 日本茶輸出促
進協議会

➢ ➢ 日本茶紹介パンフ「ホット一息」「お茶にしようよ」
等を多言語化する（英語、EU（仏語、独語等）、中国
語）。

➢ 日本茶輸出促
進協議会

➢ 抹茶海外普及用テキストを作成する。 ➢ 日本茶輸出促
進協議会

見本市、商談会等で日本
茶をPRするための教材を
輸出先言語に翻訳するな
ど、PR素材の充実を図
る。

ITC総会に出席したこ
とで、各国キーパー
ソンとのネットワーク
の構築を行え、また、
情報交換を行うこと
ができた。

ITC総会に引き続き出席
し、各国キーパーソンとの
ネットワークを構築すると
ともに、そのネットワーク
を、協議会の活動、日本
茶普及へ活かしていく。ま
た、そこで得た情報を基
に、ISO、FAO IGGへの対
応を行っていく。

国際基準・規格等のハー
モナイゼーションの動き
に対する情報収集等を行
う。（緑茶の定義、緑茶
の評価用語の検討）

➢EU、香港、
台湾の残留
農薬基準へ
の対応（基
準に沿った
生産体制確
立、相手国
でのイン
ポートトレ
ランス設定
の支援）
【再掲】
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茶のＰＤＣＡシート

活動内容

対応方向（Act）

輸出戦略上の
対応方向

輸出拡大方針 実施主体

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）

評価

日本食・食
文化の発信
とあわせた
売り込み
【再掲】

➢ 日本茶ロゴマークの検討
を行うため、日本茶関係
団体で検討委員会を設置
する。

➢ 関係事業者等による検討会を開催し、日本茶ブラン
ディング・ロゴ等の検討を行う。なお、検討会におい
ては、併せて地理的表示、販売から生産に至る体制づ
くりも含めて検討する（検討会：８月、11月）。

➢ 日本茶輸出促
進協議会

➢ 海外の茶教育プログラム
に日本茶を組み込むため
に教育カリキュラムを作
成する。

➢ 米国での日本茶文化普及を促進するため、米国のTea
Association of USA（喫茶関係人材育成団体）におけ
る日本茶課程の実態を調査し、カリキュラムの作成を
検討する。また、事務局による海外輸出団体調査と連
携した調査を検討する。

➢ 日本茶輸出促
進協議会

➢ 2014年の調査結果を踏ま
えて、機能性成分を生か
したPRを検討する。

➢ 機能性成分を紹介したＰ
Ｒ素材の多言語化を行
う。

➢ 見本市や商談会の機会を
利用して、ＰＲ素材を活
用して日本茶の機能性に
ついてのＰＲ、販売等を
行う。

➢

➢

ベルリン（１月）、ロンドン（５月）において、他の
品目別輸出団体とともに、セミナー・PRイベントを開
催し、日本茶の機能性について、PRを行った。

今後は次の見本市等でPR、販売、商談等を行う予定で
ある。取組が、成約金額増加に結びつくような工夫を
行う。
　・８月　香港TEA Expo（香港）
　・９月　ミラノ市内におけるシンポジウム開催
　・10月　イタリア茶文化国際学会出席
　・10月　Oishii Japan（シンガポール）
　・11月　国際茶業博覧会（台湾）
　・11月　日本茶国内商談会（静岡、鹿児島）

➢ 日本茶輸出促
進協議会
ジェトロ

➢ 国によって、バイヤー
等のお茶に対する知
識の習熟度合いが違
う事から、セミナー実
施の際は日本茶に知
識のある人、ない人
の対象をわけてプロ
グラムを作るなど、濃
淡を付けた訴求が必
要となる。

➢
【再掲】
日本茶紹介パンフ「ホット一息」「お茶にしようよ」
等を多言語化する（英語、EU（仏語、独語等）、中国
語）。

➢ 日本茶輸出促
進協議会

日本茶の安
全性や健康
イメージ、
カテキンな
ど機能性成
分による効
能をPR
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茶のＰＤＣＡシート

活動内容

対応方向（Act）

輸出戦略上の
対応方向

輸出拡大方針 実施主体

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）

評価

富裕層だけ
でなく中間
層もター
ゲットとし
た新規需要
層の開拓

➢ 引き続き、見本市や商談
会等において富裕層を
ターゲットとしたPR、販
売を実施する。

➢

➢

ベルリン（１月）、ロンドン（５月）において、他の
品目別輸出団体とともに、セミナー・PRイベントを開
催し、日本茶のPRを行った。

今後は次の見本市等でPR、販売等を行う予定である。
取組が、成約金額増加に結びつくような工夫を行う。
　香港TEA Expo（香港）（８月）（予定）
　ミラノ市内におけるシンポジウム開催（９月）
　イタリア茶文化国際学会出席（10月）
　Oishii Japan（シンガポール）（10月）
　国際茶業博覧会（台湾）（11月）
　日本茶国内商談会（静岡、鹿児島）（11月）

➢ 日本茶輸出促
進協議会

➢ ベルリンやロンドンで
のPR活動では、日本
茶の特徴や取扱方
法、製法などバイ
ヤー向きの内容を中
心に訴求しつつ、高
級感なども説明し富
裕層への売り込みの
ためのPRは行ったも
のの、今後のイベント
では、中間層へも訴
求することが必要と
なる。

➢ 輸出国における嗜好につい
ての調査を行い、輸入国の
嗜好に合わせた茶の栽培
方法や加工方法を検討す
るために日本茶関係団体で
検討委員会を設置する。

➢

➢

台湾（台中、高雄）及び香港（TEA Expo会場）におい
て、日本茶の販売実績や嗜好性を調査する。

協議会として、どのような内容の調査を行うのか検討
する。

➢ 日本茶輸出促
進協議会

➢ 見本市や商談会の機会を
利用して、現地の嗜好に
合わせた商品のＰＲ、販
売等を行う。

➢

➢

ベルリン（１月）、ロンドン（５月）において、他の
品目別輸出団体とともに、セミナー・PRイベントを開
催し、現地の嗜好を鑑みつつ、日本茶のPRを行った。

今後は次の見本市等でPR、販売、商談等を行う予定で
ある。取組が、成約金額増加に結びつくような工夫を
行う。
　・８月　香港TEA Expo（香港）
　・９月　ミラノ市内におけるシンポジウム開催
　・10月　イタリア茶文化国際学会出席
　・10月　Oishii Japan（シンガポール）
　・11月　国際茶業博覧会（台湾）
　・11月　日本茶国内商談会（静岡、鹿児島）

➢ 日本茶輸出促
進協議会

➢ ベルリンでは、現地
の嗜好に鑑み、抹茶
アイスと抹茶ケーキ
の製造実演を行い、
飲み物としてだけで
なく、デザートとして
の提案も行った。今
後のイベントでも、こ
のように現地の嗜好
などを鑑みつつ、PR
や販売を行う必要が
ある。

フレーバー
ティー等相
手国の嗜好
に合った商
品を開発
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茶のＰＤＣＡシート

活動内容

対応方向（Act）

輸出戦略上の
対応方向

輸出拡大方針 実施主体

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do） 分析（Check）

評価

➢ 国内の茶生産者、茶商工業者、関係団体等を対象に、
日本茶輸出セミナーを開催する（７月28日東京、９月
３日京都、12月１日鹿児島、１月26日静岡）。

➢ 日本茶輸出促
進協議会

➢ ３月にジェトロが品目別輸出団体向けセミナー（日本
茶、牛肉）を開催し、日本茶輸出促進協議会が受講し
た。

➢

➢

日本茶輸出促
進協議会
ジェトロ

➢ 参加者から、各国の
規制状況に関する情
報提供が高評価を得
た。

高評価だった規制状況に
関する情報提供について
は、今年度、日本茶輸出
促進協議会が開催する
茶生産者、茶商業者、関
係団体等向けセミナーで
実施すると共に、今後も、
事業者が求める情報を的
確に提供するセミナーを
実施する必要がある。
また、見本市や商談会に
おけるセミナーについて
も、対象国状況に合わせ
た効果的な情報発信を実
施する。

➢ 海外輸出団体調査の一環でインド、スリランカ等の茶
関連団体の取組を調査する。また、日本茶輸出促進協
議会における米国のTea Association of USAへの調査
との連携を調査内容に盛り込む。

➢ 事務局

その他 ➢ 全国主要都市で、日本茶
輸出に係る問題点や生産
者対策等を学ぶセミナー
を開催し、日本茶輸出を
促進する。
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